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1. 目的と概要

1.1 目的 

沸騰水型原子炉（以下，「BWR」といい，改良型沸騰水型原子炉 ABWRを含む。）

では，炉内の中性子挙動と沸騰現象とが密接に関係するため，核計算と熱水力計算

を結合した炉心核熱水力特性解析システムを用いて炉心の特性評価や設計を行う。

定常状態に対する炉心核熱水力特性解析システムは，燃料集合体核特性計算コー

ドと三次元沸騰水型原子炉模擬コードから構成されている1。 

最近の BWR燃料・炉心設計は，経済性の向上や，省資源・核拡散防止の観点から

プルトニウムを原子炉で利用するプルサーマル炉心など，幅広いニーズに対応し

たものになっている。一方，計算機の発展に伴って解析手法も進歩しており，より

高度な物理モデルが設計手法として実用的な時間で使用できるようになった。 

燃料集合体核特性計算コード LANCR Ver.1 （以下，「LANCR」という。）は，次

のような要求に応じることを目的に開発された。即ち，現行 BWR 燃料集合体に加

え，大幅高燃焼度化に適応した燃料集合体や混合酸化物（以下，「MOX」という。）

燃料集合体等の核特性計算への適用である。こうした燃料設計の高度化は，形状の

多様化，核特性評価上の非均質性や非等方性の増大といった状況をつくり出すた

め，LANCRでは，燃料集合体内の中性子の空間及びエネルギ分布計算にエネルギ多

群の中性子輸送計算法を採用すると共に，高燃焼度に至る間の核種の生成・崩壊計

算において個別に取り扱う核種数を十分多くとった燃焼チェーンモデルを用いる

ことにより計算モデルの信頼性を向上させている。LANCRは，三次元沸騰水型原子

炉模擬計算コード AETNA Ver.1 （以下，「AETNA」という。）との組合せで使用す

る2。 

なお，島根原子力発電所３号炉のチャンネルボックス厚変更に伴う，炉心設計や

安全解析等の評価においては，最新知見を反映する観点から９×９燃料（A型）に

関して本コードを使用することとしている。 

1.2 概要 

本書では，原子炉の定常状態を解析する炉心核熱水力特性解析システムを構成

する LANCR について説明する。炉心核熱水力解析システムの概要を，図 1.2-1に

示す。 

LANCRは，燃料集合体形状や燃料組成などの設計情報と評価済み核データファイ

ルに基づいて処理された核データライブラリを用いて，燃料集合体の核特性を計

算する3,4。この計算は燃料集合体の１断面を対象として，炉心内で燃料集合体が経

験する様々な状態（核分裂や中性子照射や放射性崩壊に伴う核種組成の変化（以

下，「燃焼」という。），沸騰等による冷却材密度の変化，制御棒の挿入や減速材

へのほう酸の注入など）に対して実行され，各状態における結果は燃料集合体断面

平均の少数群の核定数に編集された後，エンジニアリングデータベース上に出力

され，AETNA が要求する燃料集合体断面平均核定数テーブルを構成する。 

1-1
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AETNAは，燃料集合体断面平均核定数や熱水力定数を用いて，炉心の熱出力，炉

心冷却材流量，制御棒パターンなどの運転状態に対応した臨界性や熱出力分布，熱

的制限値への余裕を評価する5,6。その出力情報は，更に下流側にあるプラント動特

性計算コード7や，炉心安定性解析コード8等の炉心過渡解析計算コード 8や，燃料

挙動解析コード9に受け渡される。 

このように，LANCR は，燃料集合体の単一断面の核特性を計算すると共に，AETNA

が要求する燃料集合体断面平均核定数テーブルを構成するために必要な結果を出

力する。 

図 1.2-1 炉心核熱水力特性解析システム 

2次元燃料集合体核特性計算

炉心核熱水力特性解析システム

燃料集合体核特性

計算コード
核データライブラリ

燃料集合体形状
燃料棒U-235濃縮度
プルトニウム含有率
ガドリニア含有率

炉心形状データ
熱水力定数
燃料装荷パターン
制御棒パターン
炉心熱出力，流量
炉心燃焼度増分

下流側計算コード
（プラント動特性，
炉心安定性，燃料挙動）

エンジニアリングデータベースファイル

燃料集合体断面平均核定数，
局所出力分布，動特性定数

燃料熱機械，限界出力，

制御棒関連データ

3次元核熱水力計算

三次元沸騰水型原子炉模擬

計算コード

3次元中性子束・出力分布
冷却材ボイド・密度分布

燃料棒出力，燃焼度，熱的余裕，他

*

*

*

*
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1.3 主要な機能 

LANCRは，燃料集合体断面毎の核特性を計算すると共に，AETNA が要求する燃料

集合体断面平均核定数を出力する機能を有する。以下 1.3.1 項～1.3.4 項では，

LANCRの計算及び出力機能概要について述べる。 

1.3.1 核特性計算 

核特性計算に必要となる機能は，(1)計算条件の設定機能，(2)中性子輸送計算機

能である。(1)計算条件の設定では，燃料集合体の形状や組成情報，物質温度や出

力密度等の計算条件を入力ファイルから，中性子反応断面積を核データライブラ

リファイルから取り込み，(2)中性子輸送計算機能で必要となる全ての係数値（実

効断面積など）を計算・決定する。(2)中性子輸送計算では，中性子輸送方程式を

数値的に解き，燃料集合体の無限増倍率，中性子束分布等の核特性を計算する。 

1.3.2 燃焼計算 

燃焼計算に必要となる機能は，燃料集合体を構成する物質の中性子反応や生成・

崩壊に伴う核種変換を計算する機能である。核特性計算と燃焼計算を燃焼ステッ

プ毎に交互に繰返し実行することで，燃焼初期から末期に至る燃焼変化を含む核

特性が計算される。 

また，MOX炉心のプルトニウム核種の計量管理に係る機能（以下，「起源別管理

機能」という。）として，プルトニウム同位体核種の原子数密度を，ウラン同位体

核種を起源とするものと，プルトニウム同位体核種を起源とするものに分離して

燃焼計算を行う機能を有する。例えば，プルトニウム 239（以下，「Pu-239」とい

う。）が初期組成として燃料に含まれている場合，燃焼後の Pu-239の組成を減損

Pu-239と初期ウランから生成された Pu-239 の割合に分離して計算できる。 

1.3.3 ガンマ線輸送計算及び出力分布計算 

出力分布計算に必要となる機能は，燃料集合体内で発生する核分裂エネルギの

総量を，(1)燃料棒内の核分裂発生点で局所的に付与される成分と，(2)発生点から

空間輸送により再配分される成分に分離し，個別の方法で燃料棒毎の出力として

求め合算する機能である。後者(2)はガンマ線が担う部分であり，LANCR では核分

裂起源のガンマ線源から発生するガンマ線により燃料内に付与されるガンマ線エ

ネルギを計算する。 

1.3.4 燃料集合体断面平均核定数出力 

燃料集合体断面平均核定数の出力に求められる機能は，(1)前記各機能の結果を

編集して，AETNA の核計算で必要となるエネルギ３群の集合体断面平均量を求め，

(2)作成したエネルギ３群の集合体断面平均量をエンジニアリングデータベース

に出力する機能である。 
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1.4 解析モデルの概要 

LANCRにおける計算の流れを図 1.4-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.4-1 LANCR の計算の流れ 

 

1.4.1 入力データ処理 

燃料集合体の形状，燃料棒毎の核種組成とその配置，減速材や構造材の組成，こ

れらの温度などの状態量や計算オプション等を読込む。 

 

燃料集合体
断面平均核定数

核データ
ライブラリ

入力データ 入力データ処理

形状設定

詳細エネルギ群断面積データ処理

詳細エネルギ群中性子スペクトル計算

中間エネルギ群実効断面積計算

燃料集合体中性子輸送計算

燃焼計算

ガンマ線輸送計算及び
出力分布計算

燃料集合体断面平均核定数出力

終了

最終燃焼度点
No

Yes

ガンマ断面積
ライブラリ
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1.4.2 形状設定 

形状設定は，入力データ中の形状データから LANCR の中性子輸送計算や燃焼計

算等で必要となる燃料棒配列，チャンネルボックスや水ロッド形状を含む燃料集

合体の断面幾何形状や，幾何形状と関連づけられた領域毎の物質組成データを設

定する処理である。 

 

1.4.3 詳細エネルギ群断面積データ処理 

詳細エネルギ群(190 群)断面積データ処理の起点は，Bondarenko 形式10の詳細エ

ネルギ群中性子反応断面積データを核データライブラリファイルから読込む処理

である。核データライブラリファイルは，評価済核データファイル ENDF/B-VII.011

から核データライブラリ処理コード NJOY12により生成したものであり，詳細エネ

ルギ群毎に無限希釈断面積と共に自己遮蔽因子が温度点と背景断面積をパラメー

タとしてテーブル化（F-table）されている。断面積データの読み込みに続いて

1.4.4 項で述べる詳細エネルギ群中性子スペクトル計算で必要となる実効断面積

を求める処理に入る。ここで実効断面積は，物質組成領域毎に入力で指定された温

度点と，東稔の方法13で求める背景断面積から自己遮蔽因子を内挿計算で求め，こ

れを無限希釈断面積に乗ずることで求める。 

詳細エネルギ群構造は，エネルギレンジ上端を 20MeV とし，平均レサジ幅を約

0.15とする 190群構造を有する。また，ウラン 238（以下，「U-238」という。），

プルトニウム 240（以下，「Pu-240」という。），プルトニウム 242（以下，「Pu-

242」という。）の主要共鳴吸収エネルギレベル近傍のエネルギ群については，エ

ネルギメッシュを細分化することで，中性子実効共鳴吸収の計算誤差低減を図っ

ている。中性子の上方散乱は，Pu-240，Pu-242 の主要共鳴エネルギを包含させる

ため上限を４eVとしている。 

 

1.4.4 詳細エネルギ群中性子スペクトル計算 

詳細エネルギ群中性子スペクトル計算は，詳細エネルギ群の実効断面積を 1.4.6

項の燃料集合体中性子輸送計算で必要となる中間エネルギ群断面積にエネルギ縮

約するための中性子スペクトルを計算する処理である。 

中性子スペクトル計算では，エネルギ群数に 190 群という詳細構造を採用しつ

つも，集合体全体系を円筒クラスタモデルで近似する山本の方法14に基づく衝突確

率法により中性子輸送計算を実行する。このエネルギ 190 群円筒クラスタモデル

により，中性子スペクトル計算の高速化が可能となる点が特徴である。 

 

1.4.5 中間エネルギ群実効断面積計算 

中間エネルギ群実効断面積計算は，1.4.4 項で計算された円筒クラスタ体系にお

ける詳細エネルギスペクトルを用いて詳細エネルギ群の実効断面積をエネルギ縮

約し，実形状燃料集合体体系における物質組成領域毎の中間エネルギ群実効断面

積を計算する処理である。特徴は，円筒クラスタ体系から実形状燃料集合体体系へ
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の形状移行処理が入る点である。目的は，円筒クラスタ体系と実形状体系とで各燃

料棒のダンコフ係数（背景断面積の非均質成分項）が異なることを考慮することで

ある。このため，(1)円筒クラスタ体系では，後述の中間エネルギ群実効断面積を

３点の背景断面積から成るテーブルとして作成する。続いて(2)実形状燃料集合体

体系で物質組成領域毎の背景断面積を求め，(1)の実効断面積テーブルから内挿す

ることで実効断面積を計算する。ここで背景断面積は，東稔の方法 13で計算する。

(1)の円筒クラスタ体系での実効断面積テーブルは，物質組成領域毎に求められる

背景断面積値１点と，詳細エネルギ群反応断面積テーブル上の背景断面積値から

その前後１点の合計３点において，詳細エネルギ群反応断面積をエネルギ縮約す

ることで作成する。中間エネルギ群は，熱外 25 群，及び，熱群（0.625eV 以下）

10群より成るエネルギ 35群構造をとる。 

 

1.4.6 燃料集合体中性子輸送計算 

燃料集合体中性子輸送計算は，２次元燃料集合体体系を対象に，Current 

Coupling Collision Probability（以下，「CCCP法」という。）法による中性子

輸送計算を行い，燃料集合体内の中性子束分布を計算する処理である。 

LANCRでは，燃料集合体体系を，燃料ペレットと被覆管から構成される燃料棒及

びそれを囲む減速材から成る単位燃料棒セルの境界線で分割する。また中性子輸

送計算は次の２ステップの処理から構成される。(1)分割された基本セル領域を

ノードと呼び，ノード毎にノード内衝突確率を計算する処理（以下，「ノード内バ

ランス計算」という。），(2)ノード間は中性子流で結合する CCCP 法により燃料集

合体内の中性子束分布を計算する処理（以下，「体系バランス計算」という。）で

ある。特徴は，中性子流のノード境界分布及び角度分布を 2 成分化し中性子流の

非一様・非等方性を考慮する点であり，一様とする場合に比べ燃料集合体内の中性

子束の評価性能が向上している15。また体系バランス計算は，計算の加速手段とし

て，反応率保存の条件下でノード内を均質化すると共にエネルギ群数を４群に縮

約した少数群粗メッシュでの体系バランス計算を行う。(1)ノード内バランス計算

と(2)体系バランス計算は交互に繰り返し実施され，固有値及びノード境界中性子

流が収束するまで繰り返される。 

 

1.4.7 ガンマ線輸送計算と出力分布計算 

ガンマ線輸送計算は，中性子輸送計算の結果から得られる核分裂起源のガンマ

線源（エネルギ８群）を入力とし，燃料集合体体系内のガンマ線束分布を計算し，

ガンマ線エネルギの燃料棒への付与量と共に，ガンマ検出器の応答を評価する。 

BWR炉心内でのガンマ線スペクトルは，中性子スペクトルとは異なりボイド率に

はほとんど影響されず，主として構造材と重元素の割合で決まる。この構造材と重

元素の割合は，LANCR の計算過程で大きくは変化しないことから，燃料集合体内の

ガンマ線束はエネルギ８群の CCCP法輸送計算にて求める。ガンマ線反応断面積は

ガンマ断面積ライブラリより読込む。出力分布計算は，燃料集合体内で発生する核
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分裂エネルギの総量を，(1)燃料棒内の核分裂発生点で局所的に付与される成分と，

(2)発生点から空間輸送により再配分される成分に分離し，個別の方法で燃料棒毎

の出力として求め合算する。 

 

1.4.8 燃料集合体断面平均核定数出力 

燃料集合体断面平均核定数出力は，燃料集合体中性子輸送計算及びガンマ線輸

送計算の結果から，AETNA の静的拡散ノード計算で必要となる中性子反応断面積，

拡散係数，不連続因子等に加え，動的計算で必要となる遅発中性子割合，即発中性

子寿命など，また，その他の AETNA の各計算機能で必要となる核分裂当りの放出

エネルギ，核種の原子数密度，AETNAのミクロ燃焼モデルで必要となる核種の少数

群ミクロ断面積，燃料棒毎の相対出力・燃焼度などをエンジニアリングデータベー

スに出力する処理である。 

 

1.4.9 燃焼計算 

燃焼計算は，燃焼方程式で表現される核分裂，中性子照射や放射性崩壊に伴う核

種の生成・崩壊に伴う核種変換を数値計算で求める処理である。核種変換の様式は

LANCRのチェーンモデル（以下，「燃焼チェーンモデル」という。）によりモデル

化されている。 

燃焼チェーンモデルは，重核 38核種，核分裂生成核 136核種，及び，本チェー

ン上では明示的に取り扱わない残りの核分裂生成核種を一括した擬似的核分裂生

成核種（以下，「擬似 FP 核種」という。）より構成される。擬似 FP 核種として

は，核分裂から直接生成されるものと，中性子反応チェーンを経由して生成される

ものを区別するために，２種類の擬似 FP核種を燃焼チェーン上でモデル化してい

る16。取扱い核種数が 174 核種と十分多いことと，２種類の擬似 FP 核種モデルの

採用により燃焼度が高い領域に至る燃焼計算の評価性能が向上している。 

起源別管理機能で求められるアメリシウム 241(Am-241)を含むプルトニウム同

位体（以下，「プルトニウム同位体」という。）の計算では，装荷されたプルトニ

ウム同位体核種から燃焼計算の過程で派生するプルトニウム 238(Pu-238)，Pu-239，

Pu-240，Pu-241，Pu-242，Am-241 の６核種の量を計算するために専用の付加的燃

焼チェーンを使用する。すなわち，上記プルトニウム同位体核種については，ウラ

ン同位体核種起源とプルトニウム同位体核種起源を一緒にした本来の燃焼計算と

同時に，プルトニウム同位体核種起源だけの付加的な燃焼計算を実施する。 

 

1.5 集合体形状 

LANCR の燃料集合体核特性計算が対象とする燃料集合体形状の一例を図 1.5-1

と図 1.5-2に示す。燃料集合体計算モデルは，図中紙面垂直方向（燃料集合体の

上下方向）には一様で無限に続く空間２次元形状を有すると仮定している。水平方

向には，図示するように複雑な形状を有する。LANCRは，燃料棒セル（以下，「ノー

ド」という。）が正方格子状に配列されていることを前提とし，核特性計算上は燃
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料集合体を燃料棒セル境界線により分割する。これによりチャンネルボックス内

側は，燃料棒セル格子で構成される部分（以下，「インチャンネル領域」という。）

と，残りの部分（以下，「フィルム水領域」という。）に分離される。インチャン

ネル領域に対し，フィルム水領域とチャンネルボックスに制御棒ブレードを加え

た領域をまとめてアウトチャンネル領域と定義する。アウトチャンネル領域も，イ

ンチャンネルのノード境界線を延長することでノードが定義される。よって，燃料

集合体体系は，インチャンネル領域とアウトチャンネル領域から構成されると共

に，全領域がノードに分割される。 

燃料棒セル配列のサイズは，１×１から 10×10 までを許す。またベンチマーク

問題等で設定されることの多い燃料棒セルが正方格子状に配列したアウトチャン

ネル領域をもたない体系へも適用が可能である。水ロッド形状については，７×

７，８×８，９×９及び 10×10 燃料集合体の核特性解析に必要な形状及び配置に

適用できる。制御棒ブレードについては，中性子吸収材が B4C 棒型，Hf 棒型，Hf

板型，及び，Hf 楕円管型の各制御棒ブレードに適用が可能である。計装管は制御

棒挿入位置と反対側のコーナに設定され，同心円形状で表される中性子及びガン

マ線計装管に適用可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.5-1 燃料集合体形状と各部名称（９×９配列の例） 
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図 1.5-2 燃料集合体形状と各部寸法パラメータ（９×９配列の例） 

 

1.6 解析条件適用範囲 

LANCRの適用条件範囲を表 1.6-1に示す。LANCR は BWR 燃料集合体核特性評価解

析に適用が可能である。解析条件は，BWR 燃料集合体の核設計及び許認可解析で

実施される範囲を包含する。これには下流コードである AETNA の適用範囲のうち，

燃料集合体核特性計算に関わる解析条件が包含される。 

 

表 1.6-1 LANCR の適用条件範囲 

項目 適用範囲 

格子サイズ 1×1～10×10 

水ロッド 7×7，8×8，9×9 及び 10×10 燃料集合体の核特性解析に必要な形

状及び配置 

制御棒 B4C 棒型制御棒，Hf棒型，Hf板型，Hf楕円型の制御棒ブレード 

計装管 同心円形状で表される中性子及びガンマ線計装管 

温度 水素，軽水：293.6K～800K， 

その他同位体：293K～2573K 

燃焼度 ～100GWd/t 

 

燃料集合体ピッチ

水ロッド

水ロッド

水ギャップ

水ギャップ

チャンネル厚

燃料棒径

コーナR

燃料棒中心-チャンネル
ボックス内面距離

チャンネルボックス内幅

燃料棒セルピッチ

燃料棒セル

燃料棒

燃料棒径

厚さ

ペレット径

被覆管

減速材
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LANCR と AETNA を組み合わせた炉心核熱水力特性解析システムとして，７×７，

８×８，９×９ 及び 10×10 燃料を装荷した BWR 及び改良型 BWR(ABWR)炉心の設

計解析（MOX を含む）について，検証及び妥当性を確認済みである。 
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2. 重要現象についてのモデル化と妥当性確認について 

シミュレーションを行う対象について，着目すべき物理現象を特定するととも

に，それらの モデル化と検証・妥当性確認に関連し，モデル性能を確認する方法

として，PIRT（Phenomena Identification and Ranking Table）を利用する方法

がある17。本章では，３章で述べる上流コード NJOY12の処理の妥当性，F-table の

各種依存性に対する妥当性，及び LANCR 本体の数学モデルについてのモデル化の

網羅性を PIRT及びモデル性能比較表を用いて確認する。さらに，４章で述べる検

証と妥当性確認について，モデル性能評価表を用いて，重要なモデルに対する妥当

性確認が網羅されていることを確認する。 

 

2.1 PIRT 及びモデル性能評価表によるモデル化の網羅性確認 

PIRTを作成する際の物理現象のランキングの考え方を表 2.1-1に示す。着目す

べき現象の抽出に当たっては，１章で述べた利用目的と適用範囲に留意している。 

 

2.1.1 ライブラリ処理に関するモデル化の網羅性の確認 

NJOY を用いた評価済み断面積ライブラリの処理については 3.1 節で述べる。核

的物理現象に対し NJOY の機能と処理が網羅していることを確認するための PIRT

及びモデル性能比較表を表 2.1-2に示す。この表より，NJOYを用いて断面積や F-

tableを作成するためのライブラリ処理において，結果に与える影響が大きいと考

えられる現象（ランク M 以上）の中で数学モデルを有していないものは以下であ

る。 

①  共鳴吸収に対する上方散乱効果 

重核種の熱振動に伴う中性子の上方散乱効果の共鳴吸収に及ぼす効果が，

特に燃料温度の高い領域で効果が大きく，ドップラ係数に対し無視し得ない

影響をもたらすことが指摘されている18, 19。NJOY を含む公開核データ処理

コードは，この効果を考慮する機能を有していないため，LANCR でこの効果

を取り入れた解析はできない。したがって，LANCR では検証及び妥当性確認

によりこの効果を不確かさとして考慮する。 

 

2.1.2 F-tableのモデル化（データ点数など）の網羅性の確認 

LANCRは，着目核種毎に，温度・背景断面積に基づき事前にテーブル化された F-

tableを読み込むことで，適用範囲にわたって必要な f値（自己遮蔽因子）につい

て，着目する体系に対応する温度と背景断面積から内挿計算により推定すること

が可能である。この時のデータ形式及びデータ点は表 3.1-4及び表 3.1-5に述べ

られている。これらのテーブルのデータ形式に欠陥やデータ点数に不足がないこ

とについて，PIRT及びモデル性能比較表で確認する。F-tableに対する PIRT及び

モデル性能比較表を表 2.1-3 に示す。この表から，LANCR が読み込む F-table は

データ点などに不足がなく f 値を推定するためのテーブルモデルの性能に問題が

ないことが分かる。 
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2.1.3 LANCR 本体の数学モデル化の網羅性の確認 

NJOY によるライブラリ処理と F-table 化以外について，LANCR の計算に関わる

重要現象の特定と数学モデル化の確認を目的とした PIRT及びモデル性能評価表を

表 2.1-4 に示す。この表では，重要（ランク M以上）と考えられる現象とその影

響度合い，対応する数学モデルを示している。この表から，ランク M以上の現象で

数学モデルを有していないものは以下である。 

② 冷却材密度分布（集合体内ボイド率分布）（水力的現象） 

LANCR における２次元無限体系の集合体核特性計算では，集合体内の冷却

材密度分布（ボイド率分布）を通常は均一分布との仮定で計算している。こ

れは２次元集合体コードに共通する手法上の制約による。集合体内ボイド率

の均一分布仮定は，LANCR が作成した定数を使用する AENTA の燃料棒出力分布

のガンマスキャンとの比較で間接的に妥当性は確認される。また，別途実施し

た３次元の詳細解析によれば，現行燃料の平衡炉心においてはボイド率分布

の影響が大きくないこと20，これまでの実炉の運転実績においても本影響を

起因とした燃料破損が発生していないと考えられることなどから，集合体内

ボイド率分布を均一と仮定する影響は直ちに安全上問題にはならないと考え

られる。ただし，従来の経験を超える設計の燃料や炉心に対しては，３次元

体系でサブチャンネル効果も含めた評価により，この影響が設計裕度に含ま

れることを確認することが望ましい。なお，LANCR では，燃料棒セル毎にボ

イド率分布を考慮した計算も可能である。 

 

上記より，３章で述べた LANCR の数学モデルは，重要な現象についてはモデル

化により考慮されているといえる。 
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表 2.1-1 本書における PIRTランキングの考え方 

ランク PIRT重要度ランクの定義 包絡性確認の考え方 

H 
評価指標に対する影響が大き

いと考えられる現象 

該当する数学モデルを実装する。実

装された数学モデルに対して，試験・

実機もしくは連続エネルギモンテカ

ルロコードによる妥当性確認を実施

する。検証・妥当性確認が実施でき

ない場合は，それらの取り扱いにつ

いて説明する。 

M 
評価指標に対する影響が中程

度と考えられる現象 

L 
評価指標に対する影響が小さ

いと考えられる現象 

物理現象に対するモデルの実装・検

証・妥当性確認は実施せず，出力分

布・実効増倍率の妥当性確認でもっ

て総合的に確認する。 

これらの現象は重要度が低いことか

ら，本書の PIRT等では記載を省略し

ている。 

I 

評価指標に対して影響を与え

ないか，または無視できる程度

の現象 
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表
 2
.1
-2
 
ラ
イ
ブ
ラ
リ
処
理
に
関
す
る

PI
RT

及
び
モ
デ
ル
性
能
比
較
表

 

              

中性子反応微視的断面積

光子生成微視的断面積

中性子エネルギスペクトル

光子反応微視的断面積

光子エネルギスペクトル

最高ランク

詳細エネルギ群ビン生成

中性子反応 共鳴断面積（273K）構築

中性子反応 共鳴断面積温度拡幅

中性子反応 熱領域断面積構築

中性子 エネルギスペクトル生成

中性子 反応断面積エネルギ多群化

光子原子反応断面積構築

光子エネルギスペクトル生成

光子反応断面積エネルギ多群化

核
分

裂
反

応
核

分
裂

中
性

子
源

強
度

共
鳴

吸
収

中
性

子
散

乱
中

性
子

減
速

（
含

む
上

方
散

乱
）
　

注
1

光
子

吸
収

光
子

散
乱

中
性

子
中

性
子

源
強

度
及

び
エ

ネ
ル

ギ
ス

ペ
ク

ト
ル

（
即

発
）

遅
発

中
性

子
中

性
子

割
合

及
び

エ
ネ

ル
ギ

ス
ペ

ク
ト

ル
（
遅

発
）

ガ
ン

マ
線

ガ
ン

マ
線

源
強

度
及

び
エ

ネ
ル

ギ
ス

ペ
ク

ト
ル

熱
中

性
子

散
乱

則
、

原
子

及
び

分
子

運
動

共
鳴

吸
収

に
対

す
る

上
方

散
乱

効
果

　
注

2

分
子

結
合

熱
中

性
子

散
乱

則
、

原
子

間
結

合
エ

ネ
ル

ギ

減
速

材
密

度
/
原

子
核

熱
運

動

注
1
：
背

景
と

な
る

核
種

は
軽

核
減

速
材

で
仮

定
さ

れ
る

1
種

類
の

み
で

あ
る

。

重
要

度
ラ

ン
キ

ン
グ

均
質

媒
質

内
の

中
性

子
・
光

子
反

応
実

効
断

面
積

（
連

続
エ

ネ
ル

ギ
分

解
能

・
着

目
温

度
条

件
）

組
成

/
温

度
依

存
性

評
価

事
象

モ
デ

ル
性

能
比

較
表

”
－

”
：
関

連
し

な
い

，
”
○

”
：
関

連
す

る
，

”
N
/
A
”
：
モ

デ
ル

無

原
子

と
の

相
互

作
用

粒子数・エネ
ルギ

原子
レベル

核的現象

均質空間内エネルギ分布（空間0次元）

核反応

中
性

子
吸

収

光子

反応

熱
振

動

注
2
：
共

鳴
吸

収
に

対
す

る
上

方
散

乱
効

果
は

，
重

要
度

ラ
ン

ク
が

M
以

上
で

あ
る

が
モ

デ
ル

性
能

比
較

表
で

「
N
/
A
」
の

た
め

，
検

証
及

び
妥

当
性

確
認

の
中

で
不

確
か

さ
を

考
慮

す
る

必
要

が
あ

る
。

ラ
イ

ブ
ラ

リ

処
理

コ
ー

ド
（
N
JO
Y）

評
価

指
標

均
質

系
単

一
重

核
物

質
（含

む
軽

核
減

速
物

質
）
内

の

核
的

物
理

現
象

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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表
 2
.1
-3
 
F-
ta
bl
e
の
デ
ー
タ
形
式
に
関
す
る

PI
RT

及
び
モ
デ
ル
性
能
比
較
表

 

             

 

実効中性子反応 微視的断面積

光子原子反応 微視的断面積

最高ランク

対象とする核種・反応

エネルギ縮約スペクトルモデル

背景断面積テーブルデータ点数

温度点テーブルデータ点数

多群エネルギビン数

核
分

裂
反

応
核

分
裂

中
性

子
源

強
度

共
鳴

吸
収

中
性

子
散

乱
中

性
子

減
速

（
含

む
上

方
散

乱
）
 注

1

光
子

吸
収

光
子

散
乱

中
性

子
中

性
子

源
強

度
及

び
エ

ネ
ル

ギ
ス

ペ
ク

ト
ル

（
即

発
）

遅
発

中
性

子
中

性
子

割
合

及
び

エ
ネ

ル
ギ

ス
ペ

ク
ト

ル
（
遅

発
）

ガ
ン

マ
線

ガ
ン

マ
線

源
強

度
及

び
エ

ネ
ル

ギ
ス

ペ
ク

ト
ル

熱
振

動
熱

中
性

子
散

乱
則

、
原

子
及

び
分

子
運

動

分
子

結
合

熱
中

性
子

散
乱

則
、

原
子

間
結

合
エ

ネ
ル

ギ

減
速

材
密

度
/
原

子
核

熱
運

動

評
価

事
象

重
要

度
ラ

ン
キ

ン
グ

均
質

媒
質

内
の

中
性

子
・
光

子
反

応
実

効
断

面
積

モ
デ

ル
（
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
）
性

能
比

較
表

”
－

”
：
関

連
し

な
い

，
”
○

”
：
関

連
す

る
，

”
N
/
A
”
：
モ

デ
ル

無
（
着

目
温

度
・
背

景
断

面
積

条
件

下
）

注
1
：
背

景
と

な
る

核
種

は
軽

核
減

速
材

で
仮

定
さ

れ
る

1
種

類
の

み

光子

反応

原
子

と
の

相
互

作
用

粒子数・エネ
ルギ

原子
レベル

組
成

/
温

度
依

存
性

核的現象

均質空間内エネルギ分布（空間0次元）

核反応

中
性

子
吸

収

均
質

系
単

一
重

核
物

質
（含

む
軽

核
減

速
物

質
）
内

の

核
的

物
理

現
象

燃
料

集
合

体

核
特

性
計

算
コ

ー
ド

用

定
数

テ
ー

ブ
ル

（
F-
ta
b
le

）

評
価

指
標
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表
 2
.1
-4
 
そ
の
他
の

LA
NC
R
に
関
す
る

PI
RT

及
び
モ
デ
ル
性
能
比
較
表

 

        

中性子増倍特性

遅発中性子割合

局所出力分布

ガドリニア価値

制御棒価値

ボイド反応度

ドップラ反応度

ほう素価値

減速材温度係数

燃焼後核種組成

ライブラリモデル　（中性子・ガンマ線）

エネルギ群構造

実効断面積計算

詳細エネルギ スペクトル計算

中間ｴﾈﾙｷﾞ　2次元中性子輸送計算

2次元ガンマ線輸送計算

出力分布計算 （MeV/fiss.含む）

均質化定数計算　（βeff含む）

燃焼計算　（燃焼チェーン・領域分割）

燃焼スペクトル調整

核
設

計

核
分

裂
反

応
核

分
裂

分
布

、
検

出
器

応
答

中
性

子
吸

収
制

御
棒

（フ
ォ

ロ
ワ

，
ハ

ン
ド

ル
含

む
）

中
性

子
実

効
遅

発
中

性
子

割
合

ガ
ン

マ
線

熱
振

動
ド

ッ
プ

ラ
効

果
，

熱
中

性
子

散
乱

則

分
子

結
合

熱
中

性
子

散
乱

則

組
成

/形
状

/温
度

依
存

性
自

己
遮

蔽
（
燃

料
温

度
依

存
性

）

中
性

子
増

倍
特

性
（ﾉ

ｰ
ﾄﾞ

）依
存

性
燃

焼
ス

ペ
ク

ト
ル

冷
却

材
　

化
学

組
成

変
化

ほ
う

酸
（一

様
分

布
）

核
分

裂
（即

発
）

核
分

裂
（遅

発
）

水力

冷
却

材
　

密
度

分
布

集
合

体
内

ボ
イ

ド
率

分
布

 （
入

力
値

）
 　

注
1

材料

燃
料

棒
　

組
成

分
布

燃
料

減
損

，
核

分
裂

生
成

物
，

制
御

棒
履

歴
，

G
d燃

料
（
燃

料
棒

内
組

成
分

布
）

注
1：

集
合

体
内

ボ
イ

ド
率

分
布

の
仮

定
の

妥
当

性
は

，
A
E
T
N

A
の

妥
当

性
確

認
（
ガ

ン
マ

ス
キ

ャ
ン

）
を

通
し

て
実

施
さ

れ
る

。

熱的・水力的現象

空間分布
空間

分布発熱

（出力）

核
分

裂
に

よ
る

発
熱

核的現象

　
中

性
子

増
倍

特
性

空間分布（2次元）

核反応
粒子数・
エネルギ

直
接

発
熱

原子
レベル

各種
依存性

構成
体起
因

重
要

度
ラ

ン
キ

ン
グ

モ
デ

ル
性

能
比

較
表

”
－

”
：
関

連
無

，
”
○

”
：
関

連
有

，
”
N

/
A

”
：
モ

デ
ル

無

最高ランキング

評
価

事
象

燃
料

集
合

体

核
特

性
計

算
コ

ー
ド

評
価

指
標

格
子

系
核

燃
料

内
の

核
的

・
熱

的
・
水

力
的

・
熱

機
械

お
よ

び

材
料

に
関

す
る

物
理

現
象
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2.2 モデルに対する検証・妥当性確認の網羅性の確認 

本節では，モデル性能評価表を用いて，重要な現象毎に，対応する数学モデルの

検証・妥当性確認が網羅的に実施されていることを確認する。2.1 節では NJOY を

用いた評価済み断面積ライブラリの処理，F-tableのデータ形式（モデル），LANCR

本体の数学モデルに関して重要な現象がもれなくモデル化されていることを，そ

れぞれの PIRT を利用して確認した。しかし，公開コードである NJOY のモデルが

これまでの設計適用への実績から一定の妥当性と技術水準を有することは公知で

ある。また，F-table はすべての LANCRの計算結果（４章で述べるすべての検証・

妥当性確認）で利用されており，これらの確認でもって妥当であると判断できる。

以上より，本書では NJOY を用いた評価済み断面積ライブラリの処理と F-tableの

データ形式（モデル）について，個別に検証・妥当性確認を行うことは省略する。

よって，数学モデルに対する妥当性確認は LANCR の数学モデルに絞り，これに対

し，重要な現象について検証・妥当性確認が網羅的に実施されていることを確認す

る。 

LANCRの重要な現象に対応する数学モデルと，それらの検証・妥当性確認の網羅

性について，モデル性能評価表を表 2.2-1に示す。この表より，重要な現象とそ

れに対する数学モデルは，網羅的に検証・妥当性確認が実施されている（抜けがな

い）ことが分かる。 
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表
 2
.2
-1
 
LA
NC
R
に
関
す
る
モ
デ
ル
性
能
比
較
表
及
び
評
価
表

 

          

 ライブラリモデル（中性子・ガンマ線）

 エネルギ群構造

 実効断面積計算

 詳細エネルギ スペクトル計算

 中間ｴﾈﾙｷﾞ　2次元中性子輸送計算

 2次元ガンマ線輸送計算

 出力分布計算 （MeV/fiss.含む）

 均質化定数計算　（βeff含む）

 燃焼計算　（燃焼チェーン・領域分割）

 燃焼スペクトル調整

 Babcock & Wilcox臨界試験

 NCA臨界試験

 BASALA臨界試験

 Hellstrand実効共鳴積分の実験式

 MISTRAL臨界試験

 福島第二2号炉の照射後試験（ウラン燃料）

 Dodewaard炉の照射後試験（MOX燃料）

 ウラン燃料棒セル問題

 MOX燃料棒セル問題

 BWR-ウラン燃料集合体

 BWR-MOX燃料集合体

 4×4体系，ガドリニア添加ウラン燃料棒2本

 未燃焼組成燃料集合体に対する妥当性確認

 ウラン濃縮度変化に対する妥当性確認

 プルトニウム富化度変化に対する妥当性確認

 ガドリニア価値

 減速材ボイド係数

 ほう素価値

 制御棒価値

 等温温度係数

 ドップラ係数

 ガンマ発熱量

 モンテカルロ燃焼計算

核
分

裂
反

応

中
性

子
吸

収

中
性

子

ガ
ン

マ
線

熱
振

動

分
子

結
合

組
成

/形
状

/温
度

依
存

性

中
性

子
増

倍
特

性
（ﾉ

ｰ
ﾄﾞ

）依
存

性

構
成

体

起
因

冷
却

材
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3. 解析モデル 

3.1 核データライブラリ 

LANCRの核データライブラリは，中性子反応断面積，崩壊定数とその分岐比，核

分裂収率，原子質量，遅発中性子関連データ，及び，ガンマ断面積から構成される。

これらの参照元データは，ガンマ断面積ライブラリ（3.3.5.1に後述）を除き，全

て評価済核データファイル ENDF/B-VII.0 である。 

 

3.1.1 ENDF/B-VII.011について 

ENDF/B-VII.0は，2006年 12月 15日に米国の国立核データセンター（National 

Nuclear Data Center）から公開された評価済み核データファイルである。 

 

3.1.2 中性子反応断面積 

中性子反応断面積は，背景断面積𝜎𝑏と温度 Tにてテーブル化した Bondarenko形

式（F-table形式とも呼ばれる）をとり，エネルギ群数は 190群である。中性子断

面積データは，核データライブラリ処理コード NJOY12を用い，NR 近似オプション

にて処理している。その特徴を表 3.1-1に示す。 

 

表 3.1-1 中性子反応断面積の特徴 

エネルギレンジ上端及び下端 20 MeV（上端） 

1.0×10-5 eV（下端） 

平均レサジ幅 約 0.15 

共鳴吸収エネルギ領域の群構

造メッシュ細分化 

U-238，Pu-240，Pu-242 の主要

共鳴吸収エネルギ領域 

上方散乱カットオフ 4 eV 

 

表 3.1-2には，本ライブラリのエネルギ群構造を各エネルギ群の上下限値で示

す。表 3.1-3には，本ライブラリに中性子反応断面積データが格納される核種の

一覧を示す。温度𝑇と背景断面積𝜎𝑏のテーブルをそれぞれ表 3.1-4と表 3.1-5に

示す。温度テーブルについて，水素，水，水素化物を除くその他全ての核種は同一

の温度点テーブル“一般核種”に従う。背景断面積については，アクチニド，核分

裂生成物等に分類され，それぞれに背景断面積𝜎𝑏テーブルが決められている。 
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表 3.1-2 中性子反応断面積ライブラリ エネルギ群構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

190群
構造

3群
構造

エネルギ
上限

エネルギ
下限

190群
構造

3群
構造

エネルギ
上限

エネルギ
下限

190群
構造

3群
構造

エネルギ
上限

エネルギ
下限

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 

3-2

26



 

 

表 3.1-3 中性子反応断面積ライブラリ中に格納される核種 

 

 

表 3.1-4 温度 T のテーブル（K） 

 

 

表 3.1-5 背景断面積𝜎𝑏のテーブル（b） 

 

 

 

 

 

 

Heavy nuclide Fission Product Other

Type 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

種類 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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3.2 実効断面積計算 

3.2.1 円筒クラスタ体系における衝突確率の計算モデル 

LANCRの詳細エネルギ群中性子スペクトルは，円筒クラスタ体系において衝突確

率法に基づく減速方程式を解くことで計算される。本項では，円筒クラスタ体系に

おける衝突確率の計算方法について述べる。なお，簡単のためにエネルギ群の指標

を省略する。 

図 3.2-1に燃料集合体を模擬した円筒クラスタを示す。山本の方法 14による衝

突確率の計算では，図 3.2-2に示すように，燃料棒は集合体中心から一層ずつ円

筒クラスタのリング領域に配置される。このとき実形状における燃料棒セルは，リ

ング内に配置されるサブセルにてモデル化される。サブセルは，燃料棒，被覆管，

減速材により構成され，ウラン濃縮度，プルトニウム富化度，ガドリニア濃度など

の違いにより複数種類が存在する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-1 円筒クラスタ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2-2 円筒クラスタ中のサブセル 
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クラスタリング

サブセルk

Pij

サブセルm

リングi

リングj

3-4

28



 

 

サブセル内のある領域から出発した中性子が，他のサブセル内の領域で初めて

衝突する確率を求める。以下，リング𝑖中のサブセル𝑘内の領域𝑙から出発し，リン

グ𝑗中のサブセル𝑚内の領域𝑛で衝突する確率を𝑃𝑖→𝑗(𝑘, 𝑙 → 𝑚, 𝑛)とする。 

(1) 同一リング内(𝑖 = 𝑗)の場合 

𝑃𝑖→𝑖(𝑘, 𝑙 → 𝑚, 𝑛) = 𝑃𝑖→𝑖
′ (𝑘, 𝑙 → 𝑚, 𝑛) + 𝑃𝑖→𝑖

′′ (𝑘, 𝑙 → 𝑚, 𝑛) (3.2-1) 

右辺第一項は，リング𝑖よりも内側を通過せずリング内で衝突する確率である。

第二項は内側領域を通過した後に衝突する確率であり，下式で与えられる。 

𝑃𝑖→𝑖
′ (𝑘, 𝑙 → 𝑚, 𝑛) = 𝑝𝑖𝑘𝑙→𝑖𝑚𝑛𝛿𝑘𝑚 +

𝑝𝑖𝑘𝑙→𝑖𝑘𝐵𝛾𝑖𝑚𝑝𝑖𝑚𝐵→𝑖𝑚𝑛

1 − ∑ 𝛾𝑖𝐾𝑝𝑖𝐾𝐵→𝑖𝐾𝐵𝐾
 (3.2-2) 

𝑃𝑖→𝑖
′′ (𝑘, 𝑙 → 𝑚, 𝑛) = 𝑃𝑖(𝑘, 𝑙 → 𝑆(𝑖−1))(1 − 𝑃𝑆(𝑖−1),𝑖𝑛)𝐺𝑖−1→𝑖𝛼𝑖𝑚𝑛 (3.2-3) 

ここで，右辺の各項は以下で与えられる。 

𝛿𝑘𝑚 = {
1(𝑘 = 𝑚)

0(𝑘 ≠ 𝑚 )
 (3.2-4) 

𝛼𝑖𝑚𝑛 =
𝛾𝑖𝑚

∑ 𝛾𝑖𝐾𝐾

𝑝𝑖𝑚𝐵→𝑖𝑚𝑛

1 − 𝑝𝑖𝑚𝐵→𝑖𝑚𝐵
 (3.2-5) 

𝛾𝑖𝑚 =
𝛾𝑖𝑛𝑖𝑚

∑ 𝑛𝑖𝐾𝐾
 (3.2-6) 

𝑃𝑖(𝑘, 𝑙 → 𝑆(𝑖−1)) =
𝑝𝑖𝑘𝑙→𝑖𝑘𝐵(1 − 𝛾𝑖)(1 − 𝑂𝑖)

1 − ∑ 𝛾𝑖𝐾𝑝𝑖𝐾𝐵→𝑖𝐾𝐵𝐾
 (3.2-7) 

式(3.2-5)はリング𝑖の表面から入ってリング内で衝突する中性子のうち，サブセ

ル𝑚の領域𝑛で衝突する割合であり，式(3.2-6)はリング𝑖内のサブセル境界に達し

た中性子のうち,同一リングのサブセル𝑚に入る確率である。また，式(3.2-7)はリ

ング𝑖内のサブセル𝑘の領域𝑙から出発し，リング𝑖の内側表面𝑆(𝑖−1)から出ていく確

率である。なお，以下の 5つの量は山本の方法 14で計算される。 

𝛾𝑖 ： リング𝑖中のサブセル境界に到達した中性子が同一リング内

のサブセルに入る確率 

𝑂𝑖 ： リング𝑖から脱出する中性子のうち外側境界を通過する割合 

𝑝𝑖𝑘𝑙→𝑖𝑘𝐵 ： リング𝑖中のサブセル𝑘の領域𝑙から出発した中性子がサブセ

ル境界に達する確率 

𝐺𝑖→𝑗 ： リング𝑖の外側境界から脱出した中性子がリング𝑗中で衝突す

る確率 

𝑃𝑆(𝑖−1),𝑖𝑛 ： リング𝑖の内側境界から内部に入り，そこで衝突する確率 

ここで， 𝑛𝑖𝑚はリング𝑖におけるサブセル𝑚の個数である。 

(2) リング𝑖が内側(𝑖 < 𝑗)の場合 

𝑃𝑖→𝑗(𝑘, 𝑙 → 𝑚, 𝑛) = 𝑃𝑖→𝑗
′′ (𝑘, 𝑙 → 𝑚, 𝑛) + 𝑃𝑖→𝑗

′′′ (𝑘, 𝑙 → 𝑚, 𝑛) (3.2-8) 

右辺第一項は，リング𝑖の内側境界を通過した後リング𝑗内で衝突する確率，第二

項は内側境界を通過しない場合である。 

𝑃𝑖→𝑗
′′ (𝑘, 𝑙 → 𝑚, 𝑛) = 𝑃𝑖(𝑘, 𝑙 → 𝑆(𝑖−1)) (1 − 𝑃𝑆(𝑖−1),𝑖𝑛) 𝐺𝑖−1→𝑗𝛼𝑗𝑚𝑛 (3.2-9) 

𝑃𝑖→𝑗
′′′ (𝑘, 𝑙 → 𝑚, 𝑛) = 𝑃𝑖(𝑘, 𝑙 → 𝑆(𝑖))𝐺𝑖→𝑗𝛼𝑗𝑚𝑛 (3.2-10) 

𝑃𝑖(𝑘, 𝑙 → 𝑆(𝑖)) =
𝑝𝑖𝑘𝑙→𝑖𝑘𝐵(1 − 𝛾𝑖)𝑂𝑖

1 − ∑ 𝛾𝑖𝐾𝐾 𝑝𝑖𝐾𝐵→𝑖𝐾𝐵
 (3.2-11) 
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(3) リング𝑖が外側(𝑖 > 𝑗)の場合 

この場合の衝突確率は，相反定理により計算済みの衝突確率から次式により求

められる。 

𝛴𝐾𝑉𝐾𝑃𝐾→𝐿 = 𝛴𝐿𝑉𝐿𝑃𝐿→𝐾 (3.2-12) 

ここで𝐾，𝐿はサブセル領域を代表するインデックス，𝑉𝐾はサブセル領域𝐾の体

積である。 

 

3.2.2 詳細エネルギ群実効断面積計算モデル 

ここでは前項で述べた衝突確率の計算で必要となる詳細エネルギ群実効断面積

の計算方法について述べる。はじめに詳細エネルギ群実効断面積の計算において

必要となる，各燃料棒𝑖中の共鳴核種𝑘に対する背景断面積𝜎𝑏,𝑖
𝑘 の計算方法について

述べる。背景断面積𝜎𝑏,𝑖
𝑘 は，よく知られているように，燃料棒格子体系に対し式

(3.2-13)で与えられる21。 

𝜎𝑏,𝑖
𝑘 =

1

𝑁𝑖
𝑘 {∑ 𝑁𝑖

𝑙𝜎𝑝,𝑖
𝑙

𝑙≠𝑘

+ 𝛴𝑒,𝑖 } (3.2-13) 

ここで，𝑁𝑖
𝑘は燃料棒𝑖中の核種𝑘の原子数密度，𝜎𝑝,𝑖

𝑙 は核種𝑙のポテンシャル断面

積，Σ𝑒,𝑖は脱出断面積である。 

脱出断面積Σ𝑒,𝑖は以下のように与えられる。先ず，燃料領域𝑖の第𝑔群のダンコフ

係数を𝐶0,𝑖とする（簡単のためにエネルギ群の指標𝑔は省略する）。LANCR ではこれ

を東稔の方法 13により式(3.2-14)により計算する。 

𝐶0,𝑖 = 1 − 2𝑅𝑖

∑ 𝛴𝑗𝑉𝑗𝑃𝑗→𝑖𝑗∈𝑓𝑢𝑒𝑙

∑ 𝑉𝑗𝑃𝑗→𝑖𝑗∈𝑓𝑢𝑒𝑙
 (3.2-14) 

ここで，𝑅𝑖は燃料ペレット径，𝑃𝑗→𝑖は領域𝑗から出発して中性子が領域𝑖で初めて

衝突する確率である。孤立燃料棒の脱出確率とダンコフ係数から格子系の脱出確

率を精度良く計算するための Nordheim近似22を適用することで，脱出断面積Σ𝑒,𝑖は

式(3.2-15)，(3.2-16)で与えられる。 

𝛴𝑒,𝑖 =
𝑎(1 − 𝐶𝑖)

2𝑅𝑖
 (3.2-15) 

𝐶𝑖 = 1 −
1 − 𝐶0,𝑖

1 + (𝑎 − 1)𝐶0,𝑖
 (3.2-16) 

ここで，𝑎はベル因子である。 

つぎに核種𝑘の実効ミクロ断面積は，背景断面積𝜎𝑏,𝑖
𝑘 と LANCR の入力で与えられ

る温度𝑇𝑖から，断面積テーブルを(𝜎𝑏,𝑖
𝑘 , 𝑇𝑖)において内挿することで計算される。前

項で述べた円筒クラスタの衝突確率𝑃𝑖𝑗は，このようにして計算した実効ミクロ断

面積より計算される。 

一方，式(3.2-14)のダンコフ係数計算に用いる衝突確率𝑃𝑗→𝑖計算では，燃料領域

を黒体として取扱うために全断面積を 50cm-1として衝突確率𝑃𝑗→𝑖を計算する。 

被覆管及びチャンネルボックスの主組成であるジルコニウムについては，天然

組成に対し背景断面積が 60(b)に設定されている。これを同位体毎の背景断面積に
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換算すると表 3.2-1となる。それ以外の構造材中の核種については，基本的には

無限希釈条件で実効断面積が計算される。 

 

表 3.2-1 ジルコニウム同位体の背景断面積 

同位体 組成割合 (%) デフォルト値(b) 

Zr90 51.45 116.62 

Zr91 11.22 534.76 

Zr92 17.15 349.85 

Zr94 17.38 345.22 

Zr96 2.8 2142.86 

 

3.2.3 詳細エネルギ群中性子スペクトル計算 

円筒クラスタ体系における詳細エネルギ群中性子スペクトル計算は，そこでの

衝突確率と実効断面積から次の減速方程式(3.2-17)を解くことで計算される。 

𝛴𝑖
𝑔

𝜙𝑖
𝑔

𝑉𝑖 = ∑ ∑ (𝛴𝑗
𝑔′→𝑔

𝜙𝑗
𝑔′

+ 𝜒𝑗
𝑔

𝑄𝑗) 𝑃𝑗→𝑖
𝑔

𝑉𝑗

𝑔′𝑗

 (3.2-17) 

ここで𝑔，𝑔′は詳細エネルギ群，𝜒𝑗
𝑔
は領域𝑗，エネルギ群𝑔の核分裂スペクトル，

𝑄𝑗は領域𝑗の核分裂ソースであり燃料領域では 1.0，それ以外では 0と仮定する。 

 

3.2.4 制御棒ブレード領域の詳細エネルギ群中性子スペクトル計算 

制御ブレード領域の詳細エネルギ群中性子スペクトル計算は，上記 3.2.3 項ま

での円筒クラスタ体系における計算とは独立に行う。 

詳細エネルギ群実効断面積は，中性子吸収材以外の領域では無限希釈条件にて，

中性子吸収材中では，ダンコフ係数を求め，これを用いて実効断面積を計算する。 

詳細エネルギ群中性子スペクトル計算では，各領域の体積が保存するように制

御棒ブレードの形状を１次元平板形状モデルに焼きなおす（B4C棒型制御棒ブレー

ドの例を図 3.2-3に示す）。この体系に対し，以下の減速方程式を解くことで制

御棒ブレード領域の詳細エネルギ群中性子スペクトルが計算される。 

𝛴𝑖
𝑔

𝜙𝑖
𝑔

𝑉𝑖 = ∑ ∑ 𝛴𝑗
𝑔′→𝑔

𝜙𝑗
𝑔′

𝑃𝑗→𝑖
𝑔

𝑉𝑗

𝑔′𝑗

+ 𝑃𝑠→𝑖
𝑔

𝜙𝑐𝑙𝑢𝑠𝑡𝑒𝑟
𝑔

 (3.2-18) 

ここで，𝜙𝑐𝑙𝑢𝑠𝑡𝑒𝑟
𝑔

は円筒クラスタ計算から求められるクラスタ体系平均のスペク

トルであり，１次元制御棒モデルの外表面上での固定源となる。𝑃𝑠→𝑖
𝑔

は，制御棒外

側面𝑆から入射した中性子が制御棒領域𝑖で衝突する確率である。 
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図 3.2-3 B4C棒型制御棒ブレードの１次元平板形状モデル化 

 

3.2.5 中間群断面積テーブル 

中間群断面積計算では，円筒クラスタ体系計算で得られた中性子スペクトルを

用い詳細エネルギ群（190群）実効断面積を縮約し，各リング及び燃料棒種類毎の

中間群（35群）実効断面積を作成する。燃料ペレット内の物質の中間群断面積は，

式(3.2-13)より計算される背景断面積𝜎𝑏,𝑖
𝑘 と核データライブラリ中の中性子反応

断面積テーブルからその近傍２点の背景断面積値を合わせた計３点において，式

(3.2-19)によりエネルギ縮約され，テーブル化される。 

𝜎𝑟,𝑗
𝑔

=
∑ 𝜎𝑟,𝑗

ℎ 𝜙𝑗
ℎ

ℎ∈𝑔

∑ 𝜙𝑗
ℎ

ℎ∈𝑔

 (3.2-19) 

同様に𝑔′群から𝑔群への散乱マトリックス𝐻𝑟,𝑗
𝑔′→𝑔

もエネルギ縮約されテーブル化

される。 

𝐻𝑟,𝑗
𝑔′→𝑔

=
∑ ∑ 𝜎𝑟,𝑗

ℎ′→ℎ𝜙𝑗
ℎ′

ℎ∈𝑔ℎ′∈𝑔′

∑ ∑ 𝜎𝑟,𝑗
ℎ′→ℎ𝜙𝑗

ℎ′
ℎℎ′∈𝑔′

 (3.2-20) 

ここで，𝑟は反応の種類，𝑔とℎはそれぞれ中間群と詳細群のエネルギ群を表す。 

 

3.2.6 燃料集合体実形状におけるダンコフ係数計算モデル 

燃料集合体実形状におけるダンコフ係数は，3.2.2 項に述べたのと同様の方法

（式(3.2-14)～(3.2-16)）で計算する。ただし，LANCRでは中性子束の計算を CCCP

法にて行うため，燃料集合体全体の衝突確率マトリックスを直接計算しないので，

次のような処方により計算する。式(3.2-14)の分子に着目すると，これは燃料以外

の各領域𝑗に強さΣ𝑗の中性子源が存在し，しかも全領域で散乱断面積が０（散乱ソー

スが無い）であるときの燃料での中性子衝突数となっている。そこで，CCCP 法で

この条件に対応する固定源問題を解き，燃料領域での平均中性子束に全断面積を

乗じることで式(3.2-14)の分子の項を計算することができる。 

同様に，分母の項についても，燃料各領域に単位強さの中性子源が存在し，散乱

ソースが無いときの固定源問題を解き，燃料領域での平均中性子束から計算する

ことができる。このようにして，各エネルギ群におけるダンコフ係数が計算され

る。 

 

 

 

軽水 被覆管 吸収材

1次元モデル化
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3.2.7 中間群実効断面積計算モデル 

燃料ペレット内の核種毎の実効断面積は，3.2.6 項のダンコフ係数から背景断面

積を計算し，これに対し 3.2.5 項で述べた断面積テーブルから２次のフィッティ

ング式で計算する。一方，それ以外の領域における物質の実効断面積は，詳細エネ

ルギ群断面積を詳細エネルギ群中性子スペクトルで中間群にエネルギ縮約して求

める。 

 

3.3 燃料集合体２次元中性子輸送計算 

LANCR では，燃料集合体内の中性子束を改良 CCCP 法で解く。改良 CCCP 法では，

一般的な CCCP法と同様に計算対象とする体系をノードに分割し，ノード内バラン

ス計算と体系バランス計算を繰り返す。ノード内バランス計算では，各ノードに対

して入射中性子流を与えてノード内部中性子束とノード外面からの出射中性子流

を解く。体系バランス計算では，ノード内バランス計算で得られた中性子スペクト

ルにより各ノードに対し均質化された少数エネルギの核定数を求め，燃料集合体

体系全体を対象として各ノードの平均中性子束とノード境界面での出入中性子流

を解く。これを交互に繰り返すことによって収束解を得る。この計算手順は，固有

値及びノード境界中性子流が収束するまで繰り返される。粗メッシュ少数エネル

ギ群の体系バランス計算を実施することで，収束計算の高速化が達せられる。 

ノード内バランス計算ではノード内各領域間の衝突確率，各領域からノード表

面への透過確率，ノード表面からノード内各領域への衝突確率及びノード表面か

らノード表面への透過確率が必要である。 

以下では，各ノード内の衝突確率計算モデルと改良 CCCP 法計算モデル，及び，

ノード内バランス計算（中間エネルギ 35群）と体系バランス計算（少数エネルギ

４群）について述べる。 

 

3.3.1 ノード内部領域間衝突確率計算モデル 

燃料ノードを例に変数記号を図 3.3-1に示す。領域𝑖から領域𝑗への衝突確率は，

一般には以下のように表される。簡単のために，ここではエネルギの指標𝑔は省略

する。 

𝑃𝑖→𝑗 =
1

𝑉𝑖
∫ 𝑑𝑉 ∫

𝑑𝛺

4𝜋
∫ 𝑑𝑠′ 𝑒𝑥𝑝 (− ∫ 𝛴(𝑠)𝑑𝑠

|𝑟−𝑟′|

0

) 𝛴𝑗
𝑉𝑖

 (3.3-1) 

ここで𝑑𝑉及び𝑑𝛺は中性子の出発点となる領域 i の体積積分及び中性子飛行方向

の立体角積分要素，𝑑𝑠′は中性子の飛行パスに沿った線積分要素である。また，𝛴𝑗

は領域𝑗の全断面積であり， ∫ Σ(𝑠)𝑑𝑠
|𝑟−𝑟′|

0
は出発点から到達点までの光学的距離で

ある。体系がｚ軸方向に無限一様な場合，式(3.3-1)は次のような２次元積分に書

き換えることができる。 

 

𝑃𝑖→𝑗 =
1

2𝜋𝛴𝑖𝑉𝑖
∫ 𝑑𝜑 ∫ 𝑑ℎ[𝐾𝑖3(𝜏𝑖𝑗) − 𝐾𝑖3(𝜏𝑖𝑗 + 𝜏𝑖)

− 𝐾𝑖3(𝜏𝑖𝑗 + 𝜏𝑗) + 𝐾𝑖3(𝜏𝑖𝑗 + 𝜏𝑖 + 𝜏𝑗)] 
(3.3-2) 
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ここで𝜑 は中性子の飛行方向の方位角成分，ℎは飛行方向と垂直方向の位置座標，

𝐾𝑖3は３次の Bickley 関数𝜏𝑖，𝜏𝑗，𝜏𝑖𝑗はそれぞれ領域𝑖内，領域𝑗内，領域𝑖. 𝑗間におけ

る中性子の飛行パスを x-y平面へ射影した光学距離である。 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-1 燃料ノード内の中性子パス 

 

次項で述べるように LANCR では各ノード表面及び中性子の入射角度領域をそれ

ぞれ２分割する。このような計算法において，領域𝑖から出発した中性子が衝突す

ることなく分割された表面𝑆を通って角度領域𝑙(= 1, 2)の範囲で透過する確率は次

式にて計算する。 

𝑃𝑖→𝑆,𝑙 =
1

2𝜋𝛴𝑖𝑉𝑖
∫ 𝑑𝜑 ∫ 𝑑ℎ[𝐾𝑖3(𝜏𝑖𝑆) − 𝐾𝑖3(𝜏𝑖𝑆 + 𝜏𝑖)]

𝜑𝑙

𝜑𝑙−1

 (3.3-3) 

𝜑𝑙 =
𝜋

2
𝑙 (3.3-4) 

ここで𝜏𝑖𝑆 は中性子パスに沿った領域𝑖からノード表面までの x-y 平面に射影さ

れた光学距離である。 

一方，ノード表面𝑆から角度領域𝑙の範囲に入った中性子が領域𝑖で衝突する確率

は，相反定理により次のように表される。 

𝑆

8
𝛤𝑆,𝑙→𝑖 = 𝛴𝑖𝑉𝑖𝑃𝑖→𝑆,3−𝑙 (3.3-5) 

またノード表面𝑆から角度領域𝑙で入ってきた中性子が衝突することなく角度領

域𝑙′でノード表面𝑆′から透過して出ていく確率は次式で表される。 

𝛤𝑆,𝑙→𝑆′,𝑙′ =
2

𝜋𝑆
∫ 𝑑𝜑 ∫ 𝑑ℎ𝐾𝑖3(𝜏𝑆𝑆′)

𝜑𝑙

𝜑𝑙−1

 (3.3-6) 

 

3.3.2 改良 CCCP法計算モデル 

LANCRは，燃料集合体をノードに区切り，各ノードの表面を出入りする中性子流

のバランスを解くことで体系全体の中性子束分布を計算する。その際，中性子流の

空間分布及び角度分布を考慮するため，図 3.3-2に示すようにノード表面及び入

射角をそれぞれ２分割する（以降，これらの分割された領域をそれぞれセグメント

及びセクタと呼ぶ）。 

 

 

 



h

i


j
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図 3.3-2 ノード表面及び角度領域の分割 

 

解くべき中性子バランス方程式は以下で与えられる。 

𝛴𝑖
𝑔

𝜙𝑖
𝑔

𝑉𝑖 = ∑ 𝛤𝑛𝑚𝑙→𝑖
𝑔

𝐽𝑛𝑚𝑙
−,𝑔

𝐴𝑛𝑚

𝑛,𝑚,𝑙

+ ∑ 𝑃𝑗→𝑖
𝑔

∑ (𝛴𝑗
𝑔′→𝑔

+
𝜒𝑗

𝑔

𝜆
𝜈𝛴𝑓,𝑗

𝑔′

) 𝜙𝑗
𝑔′

𝑉𝑗

𝑔′𝑗

 
(3.3-7) 

𝐽𝑛𝑚𝑙
+,𝑔

𝐴𝑛𝑚 = ∑ 𝑃𝑗→𝑛𝑚𝑙
𝑔

∑ (𝛴𝑗
𝑔′→𝑔

+
𝜒𝑗

𝑔

𝜆
𝜈𝛴𝑓,𝑗

𝑔′

) 𝜙𝑗
𝑔′

𝑉𝑗

𝑔′𝑗

+ ∑ 𝛤
𝑛′𝑚′𝑙′→𝑛𝑚𝑙

𝑔
𝐽

𝑛′𝑚′𝑙′
−,𝑔

𝐴𝑛′𝑚′

𝑛′,𝑚′,𝑙′

 

(3.3-8) 

𝐽𝑛𝑚𝑙
−,𝑔

= 𝐽
𝑛′𝑚′𝑙′
+,𝑔 (𝑎𝑑𝑗𝑎𝑐𝑒𝑛𝑡 𝑛𝑜𝑑𝑒) (3.3-9) 

ここで， 

𝐽𝑛𝑚𝑙
±,𝑔

 ： ノード表面𝑛のセグメント𝑚・セクタ𝑙へ流入，流出

するエネルギ𝑔群の中性子流（+，-はそれぞれ流出，

流入を表す） 

𝜙𝑖
𝑔
 ： 領域𝑖におけるエネルギ𝑔群の中性子束 

𝑃𝑗→𝑖
𝑔
 ： 領域𝑗で生まれたエネルギ𝑔群の中性子が領域𝑖では

じめて衝突する確率 

𝑃𝑗→𝑛𝑚𝑙
𝑔

 ： 領域𝑗で生まれたエネルギ𝑔群の中性子が衝突せず

ノード表面𝑛のセグメント𝑚・セクタ𝑙の範囲で出て

いく確率 

𝛤
𝑛′𝑚′𝑙′→𝑖

𝑔
 ： ノード表面𝑛′のセグメント𝑚′・セクタ𝑙′の範囲で入

射したエネルギ𝑔群の中性子が領域𝑖ではじめて衝

突する確率 

𝛤
𝑛′𝑚′𝑙′→𝑛𝑚𝑙

𝑔
 ： ノード表面𝑛′のセグメント𝑚′・セクタ𝑙′の範囲で入

射したエネルギ𝑔群の中性子が衝突せずにノード表

面𝑛のセグメント𝑚・セクタ𝑙の範囲で出ていく確率 
𝐴𝑛𝑚 ： ノード表面𝑛のセグメント𝑚の面積 

𝑉𝑖 ： 領域𝑖の体積 

𝛴𝑖
𝑔

, 𝜈𝛴𝑓,𝑖
𝑔

, 𝛴𝑖
𝑔′→𝑔

 ： 領域𝑖におけるエネルギ𝑔群の中性子の巨視的断面

積 

𝜒𝑗
𝑔
 ： 領域𝑗の核分裂スペクトル 

𝜆 ： 無限増倍率 

 

Segment #1 #2

#1 #2

Sector
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ここで必要となる衝突確率は，式(3.3-2)，(3.3-3)，(3.3-5)，(3.3-6)で表され

る空間２次元積分により与えられる。式(3.3-7)と(3.3-8)は，それぞれノード内の

各領域の中性子束とノード表面から出てゆく中性子流の各成分を与える式である。

また，式(3.3-9)は隣接ノードとの境界における中性子流の連続条件にあたる。式

(3.3-7)～(3.3-9)をすべてのノードについて反復計算で解くことで体系内の中性

子束分布と無限増倍率𝜆を求めることができる。 

LANCR では，ノード内に流入またはノードから流出する中性子流𝐽𝑛𝑚𝑙
±,𝑔 が４変数

（２セグメント×２セクタ）で表される。一般に CCCP法にて正確度の高い解を得

ようとする場合には，セグメント分割数やセクタ分割数を多くとる必要がある。そ

うすることで計算体系内の中性子束分布がより正しく扱えると考えられている。

反面，CCCP法においては，分割数を増加すると解の収束が遅いという問題もある。

そこで LANCR では，正確度を確保しつつ計算時間の短縮化を実現するために，式

(3.3-9)における流入中性子流を修正する。この方法を改良 CCCP 法 15 と呼ぶ。以

下説明のために数式中で用いるノード境界面，セグメント及びセクタの番号付け

を図 3.3-3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) ノード表面番号 (b) セグメント番号  (c) セクタ番号 

図 3.3-3 ノード境界面，セグメント及びセクタの番号付け 

 

改良 CCCP 法では，隣接ノードへの部分中性子流の 4成分を式(3.3-10)で定義す

る中性子流モード𝐴00，𝐴10，𝐴01，𝐴11を使って式(3.3-11)のとおり整理する。 

𝐴00 =
1

4
(𝐽

𝑛′11

+,𝑔
+ 𝐽

𝑛′12

+,𝑔
+ 𝐽

𝑛′21

+,𝑔
+ 𝐽

𝑛′22

+,𝑔
) 

𝐴10 =
1

4
(𝐽

𝑛′11

+,𝑔
+ 𝐽

𝑛′12

+,𝑔
− 𝐽

𝑛′21

+,𝑔
− 𝐽

𝑛′22

+,𝑔
) 

𝐴01 =
1

4
(𝐽

𝑛′11

+,𝑔
− 𝐽

𝑛′12

+,𝑔
+ 𝐽

𝑛′21

+,𝑔
− 𝐽

𝑛′22

+,𝑔
) 

𝐴11 =
1

4
(𝐽

𝑛′11

+,𝑔
− 𝐽

𝑛′12

+,𝑔
− 𝐽

𝑛′21

+,𝑔
+ 𝐽

𝑛′22

+,𝑔
) 

(3.3-10) 

𝐽𝑛11
−,𝑔

= 𝐴00 + 𝐴10 + 𝐴01 + 𝐴11 

𝐽𝑛12
−,𝑔

= 𝐴00 + 𝐴10 − 𝐴01 − 𝐴11 

𝐽𝑛21
−,𝑔

= 𝐴00 − 𝐴10 + 𝐴01 − 𝐴11 

𝐽𝑛22
−,𝑔

= 𝐴00 − 𝐴10 − 𝐴01 + 𝐴11 

(3.3-11) 

式(3.3-10)の第一式は中性子流の等方一様入射成分（モード１），第二式は等方

非一様成分（モード 2），第三式は非等方一様成分（モード 3），第四式は空間的
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には一様であるが segment 毎の確度分布は非対称な入射成分である（モード 4）。

これら 4つのモードを図 3.3-4に示す。 

 

 

 

 

 

(a)モード 1  (b)モード 2  (c)モード 3  (d)モード 4 

図 3.3-4 入射中性子流のモード 

 

LANCR では，経験的にモード 4 の成分を0とし，ガドリニア入り燃料棒装荷時の

無限増倍率を精度よく与えるため，式(3.3-12)の𝐵という成分を導入している。 

𝐵 = −𝛽(𝐽𝑛
−,𝑔

− 𝐽𝑛
+,𝑔

) (3.3-12) 

したがって，式(3.3-11)は式(3.3-13)に修正される。 

𝐽𝑛11
−,𝑔

= 𝐴00 + 𝐴10 + 𝐴01 + 𝐵 

𝐽𝑛12
−,𝑔

= 𝐴00 + 𝐴10 − 𝐴01 − 𝐵 

𝐽𝑛21
−,𝑔

= 𝐴00 − 𝐴10 + 𝐴01 − 𝐵 

𝐽𝑛22
−,𝑔

= 𝐴00 − 𝐴10 − 𝐴01 + 𝐵 

(3.3-13) 

𝐽𝑛
±,𝑔

=
1

4
∑ 𝐽𝑛𝑚𝑙

±,𝑔

2

𝑚,𝑙=1

 (3.3-14) 

𝐵は，ノード境界から燃料棒に向かうような前方収束成分を表す。前方収束成分

の強さは𝛽を比例定数として式(3.3-12)により決められ，その結果として流入中性

子流が修正される。この項は，燃料棒中に中性子の強い吸収物質があって周囲の

ノードからその燃料棒へ向かい中性子の流れ込みがある場合に顕著な効果をもた

らす。文献23で議論されている𝑃𝑛近似における中性子流の前方偏差に類似するもの

である。 

 

3.3.3 ノード内バランス計算モデル 

ノード内バランス計算では，式(3.3-7)，(3.3-8)を基礎式として，中間エネルギ

群𝑔にて単位ノードを対象とし，着目ノード内の中性子束分布𝜙𝑖
𝑔
及びノード境界

の流出中性子流𝐽𝑛𝑚𝑙
+,𝑔 を計算する。ここで隣接ノードからの流入中性子流𝐽

𝑛′𝑚′𝑙′
−,𝑔

 は，

エネルギ４群構造の少数エネルギ群𝐺の体系バランス計算から得られる流入中性

子流𝐽𝑛𝑙
−,𝐺を中間エネルギ群に展開する方法で計算する。即ち，  𝐽

𝑛′𝑚′𝑙′
−,𝑔

と𝐽𝑛𝑙
−,𝐺は式

(3.3-15)により関係づけられる。 

𝐽𝑛𝑚𝑙
−,𝑔

= 𝑓𝑛𝑚𝑙
𝑔

𝐽𝑛𝑙
−,𝐺 (3.3-15) 

ここで𝑓𝑛𝑚𝑙
𝑔

は，ノード表面𝑛のセグメント𝑚，セクタ𝑙を通過する流入中性子のス

ペクトルであり，以下のように表される。 

𝑓𝑛𝑚𝑙
𝑔

=
𝐽𝑛𝑚𝑙

−,𝑔
𝐴𝑛𝑚

∑ ∑ 𝐽
𝑛𝑚′𝑙

−,𝑔′
𝐴𝑛𝑚′𝑔′∈𝐺𝑚′∈𝑛

 (3.3-16) 

＋

＋

－

＋＋

－

＋
＋

－

＋

－
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3.3.4 体系バランス計算式 

体系バランス計算では，均質化されたノード間の中性子流及び各ノードの反応

率を計算することで，体系の無限増倍率を計算する。この計算に用いる各ノードの

少数エネルギの核定数は，式(3.3-7)，(3.3-8)をエネルギ群及び空間について縮約

したものを用いる。体系バランス式は次式にて表される。 

𝛴𝐼
𝐺𝜙𝐼

𝐺𝑉𝐼 = ∑ 𝛤𝑛𝑙→𝐼
𝐺 𝐽𝑛𝑙

−,𝐺𝐴𝑛

𝑛𝑙

+ 𝑃𝐼→𝐼
𝐺 ∑ (𝛴𝑠,𝐼

𝐺′→𝐺 +
𝜒𝐼

𝐺

𝜆
𝜈𝛴𝑓,𝐼

𝐺′
) 𝜙𝐼

𝐺𝑉𝐼

𝐺′

 (3.3-17) 

𝐽𝑛𝑙
+,𝐺𝐴𝑛 = 𝑃𝐼→𝑛𝑙

𝐺 ∑ (𝛴𝑠,𝐼
𝐺′→𝐺 +

𝜒𝐼
𝐺

𝜆
𝜈𝛴𝑓,𝐼

𝐺′
) 𝜙𝐼

𝐺′
𝑉𝐼

𝐺′

+ ∑ 𝛤𝑛′𝑙′→𝑛𝑙
𝐺 𝐽

𝑛′𝑙′
−,𝐺 𝐴𝑛′

𝑛′,𝑙′

 
(3.3-18) 

𝐽𝑛𝑙
−,𝐺 = 𝐽

𝑛𝑙′
+,𝐺 (3.3-19) 

ここで𝛤𝑛𝑙→𝐼
𝐺 ，𝛤𝑛′𝑙′→𝑛𝑙

𝐺 はそれぞれ流入中性子がノード𝐼で衝突する確率，衝突を起

こさず透過する確率である。𝑃𝐼→𝐼
𝐺 ， 𝑃𝐼→𝑛𝑙

𝐺 はノード内で発生した中性子がそれぞれ

ノード内で衝突する確率，衝突を起こさず表面まで透過する確率である。これらの

確率は式(3.3-20)～(3.3-23)にて表される。これ以降，特に断らない限り，ノード

表面𝑛，𝑛′はノード𝐼の領域境界面であるとする。また流入中性子流𝐽𝑛𝑙
−,𝐺については，

隣接ノードからの流入中性子流に等しいとする。 

𝛤𝑛𝑙→𝐼
𝐺 =

∑ ∑ ∑ 𝛤𝑛𝑚𝑙→𝑖
𝑔

𝐽𝑛𝑚𝑙
−,𝑔

𝐴𝑛𝑚𝑖∈𝐼𝑚∈𝑛𝑔∈𝐺

∑ ∑ 𝐽𝑛𝑚𝑙
−,𝑔

𝐴𝑛𝑚𝑚∈𝑛𝑔∈𝐺

 (3.3-20) 

𝛤𝑛′𝑙′→𝑛𝑙
𝐺 =

∑ ∑ ∑ 𝛤
𝑛′𝑚′𝑙′→𝑛𝑚𝑙

𝑔
𝐽

𝑛′𝑚′𝑙′
−,𝑔

𝐴𝑛′𝑚′𝑚′∈𝑛′𝑚∈𝑛𝑔∈𝐺

∑ ∑ 𝐽
𝑛′𝑚′𝑙′
−,𝑔

𝐴𝑛′𝑚′𝑚′∈𝑛′𝑔∈𝐺

 (3.3-21) 

𝑃𝐼→𝐼
𝐺 =

∑ ∑ ∑ 𝑃𝑗→𝑖
𝑔

(𝛴𝑠,𝑗
𝑔′→𝑔

+
𝜒𝑗

𝑔

𝜆
𝜈𝛴𝑓,𝑗

𝑔′
)𝑖∈𝐼 𝜙𝑗

𝑔′

𝑉𝑗  𝑗∈𝐼𝑔∈𝐺

∑ ∑ ∑ (𝛴𝑠,𝑗
𝑔′→𝑔

+
𝜒𝑗

𝑔

𝜆
𝜈𝛴𝑓,𝑗

𝑔′
)𝑔′ 𝜙𝑗

𝑔′

𝑉𝑗 𝑗∈𝐼𝑔∈𝐺

 (3.3-22) 

𝑃𝐼→𝑛𝑙
𝐺 =

∑ ∑ ∑ 𝑃𝑗→𝑛𝑚𝑙
𝑔

(𝛴𝑠,𝑗
𝑔′→𝑔

+
𝜒𝑗

𝑔

𝜆
𝜈𝛴𝑓,𝑗

𝑔′
)𝑚∈𝑛 𝜙𝑗

𝑔′

𝑉𝑗 𝑗∈𝐼𝑔∈𝐺

∑ ∑ ∑ (𝛴𝑠,𝑗
𝑔′→𝑔

+
𝜒𝑗

𝑔

𝜆
𝜈𝛴𝑓,𝑗

𝑔′
)𝑔′ 𝜙𝑗

𝑔′

𝑉𝑗 𝑗∈𝐼𝑔∈𝐺

 (3.3-23) 

式(3.3-17)と(3.3-18)をノード表面𝑛について和をとり式(3.3-24)，(3.3-25)の

関係を利用すると,着目するノードではバランス式(3.3-26)が成り立つ。 

𝛤𝑛𝑙→𝐼
𝐺 + ∑ 𝛤𝑛𝑙→𝑛′𝑙′

𝐺 = 1, (𝑛, 𝑛′ ∈ 𝐼)

𝑛′𝑙′

 (3.3-24) 

𝑃𝐼→𝐼
𝐺 + ∑ 𝑃𝐼→𝑛𝑙

𝐺 = 1, (𝑛 ∈ 𝐼)

𝑛𝑙

 (3.3-25) 

∑ ∑ (𝐽𝑛𝑙
+,𝐺 − 𝐽𝑛𝑙

−,𝐺)

𝑛∈𝐼,𝑙

𝐴𝑛 + 𝛴𝑟,𝐼
𝐺 𝜙𝐼

𝐺𝑉𝐼

𝐼

= ∑ ∑ 𝛴𝑠,𝐼
𝐺′→𝐺𝜙𝐼

𝐺𝑉𝐼 

𝐺′≠𝐺𝐼

+
1

𝜆
∑ ∑ 𝜒𝐼

𝐺𝜈𝛴𝑓,𝐼
𝐺′

𝜙𝐼
𝐺′

𝑉𝐼

𝐼𝐺

 
(3.3-26) 
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更に，全ノード及びエネルギについて和をとると無限増倍率𝜆が式(3.3-27)にて

求まる。 

𝜆 =
∑ ∑ ∑ 𝜒𝐼

𝐺𝜈𝛴𝑓,𝐼
𝐺′𝜙𝐼

𝐺′𝑉𝐼𝐺′𝐺𝐼

∑ ∑ (𝛴𝑎,𝐼
𝐺 𝜙𝐼

𝐺𝑉𝐼 + ∑ (𝐽𝑛𝑙
+,𝐺 − 𝐽𝑛𝑙

−,𝐺)𝐴𝑛𝑛∈𝐼,𝑙 )𝐺𝐼

 (3.3-27) 

 

3.3.5 ガンマ線輸送計算モデル 

LANCRには，燃料棒のガンマ線による加熱やガンマセンサの応答を計算するため

のガンマ輸送計算機能が組み込まれている。 

 

3.3.5.1 ガンマ断面積ライブラリ 

原子番号 1～100の全原子の全断面積，吸収（＝光電効果＋電子対生成），散乱

断面積（コンプトン散乱によるエネルギ遷移）及びエネルギ付与断面積が収納され

ている。エネルギ群構造を表 3.3-1に示す。断面積ライブラリは以下の(1)～(4)

のステップで作成されたものを用いる。 

(1) ８群構造の各群を等エネルギ幅に 10分割した 80群構造を定義する。 

(2) 原子番号 1～100 の各原子について，KLIB コード(ガンマ輸送モンテカルロ

計算コード KRIS の断面積作成コード)24を用いて，80 群構造のガンマ断面積

を評価する。 

(3) BWRの典型的な単一ピンセルを対象に，ANISN (１次元シリンダ体系，等方散

乱 S8 )による 80群スペクトル計算を行い，縮約用ガンマスペクトルを得る。 

(4) (3)で得た 80群スペクトルを縮約の重み関数に用いて，全ての原子の８群化

ガンマ断面積を得る。 

 

表 3.3-1 ガンマ断面積ライブラリのエネルギ群構造 

群 上限エネルギ (MeV) 下限エネルギ (MeV) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

 

3.3.5.2 ガンマ線輸送計算 

ガンマ輸送計算では，中性子輸送計算と同様に燃料棒セルを単位とする CCCP法

により，中性子輸送計算の結果求められるガンマ線源を入力として，エネルギ８群

のガンマ線輸送計算を実行する。単一ノード内でのバランス方程式は以下で与え

られる。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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𝛴𝑖
𝑔

𝜙𝑖
𝑔

𝑉𝑖 = ∑ {∑ 𝛴𝑠,𝑗
𝑔′→𝑔

𝜙𝑗
ℎ + 𝑄𝑗

𝑔

𝑔′

} 𝑃𝑗→𝑖
𝑔

𝑉𝑗 +

𝑗

∑ 𝐽𝑛
−,𝑔

𝐴𝑛𝑃𝑛→𝑖
𝑔

𝑛

 (3.3-28) 

𝐽𝑛
+,𝑔

𝐴𝑛 = ∑ {∑ 𝛴𝑠,𝑖
𝑔′→𝑔

𝜙𝑖
ℎ

𝑔′

+ 𝑄𝑖
𝑔

 } 𝑃𝑖→𝑛
𝑔

𝑉𝑖

𝑖

+ ∑ 𝐽
𝑛′
−,𝑔

𝐴𝑛′𝑃
𝑛′→𝑛

𝑔

𝑛′

 (3.3-29) 

𝐽𝑛
−,𝑔

= 𝐽
𝑛′
+,𝑔(𝑎𝑑𝑗𝑎𝑐𝑒𝑛𝑡 𝑛𝑜𝑑𝑒) (3.3-30) 

ここで， 𝜙𝑖
𝑔
は領域𝑖のエネルギ群𝑔のガンマ線束， 𝐽𝑛

±,𝑔は面𝑛の流入（-）及び流

出（+）ガンマ線流，𝐴𝑛は面𝑛の面積，𝛴𝑖
𝑔
は領域𝑖のエネルギ群𝑔の全断面積， 𝛴𝑠,𝑖

𝑔′→𝑔

は領域𝑖のエネルギ群𝑔′ → 𝑔のエネルギ遷移断面積，𝑄𝑖
𝑔
は中性子-核反応で発生す

るガンマ線源，𝑃𝑖→𝑛
𝑔

などは領域𝑖から𝑛への衝突もしくは貫通確率である。ガンマ線

源𝑄𝑖
𝑔
は，燃料棒内での核分裂と中性子捕獲反応に伴って放出されるガンマ線の第

𝑔群に放出されるガンマ線源（核分裂数に規格化された光子数）として計算される。

ガンマ線輸送において各燃料棒セルノードは，燃料，被覆管，軽水（減速材）領域

の 3領域に分割される。 

ガンマ輸送計算の解は，隣接ノード間でガンマ線流𝐽𝑛
+,𝑔と𝐽𝑛

−,𝑔を結合し，体系全

体で繰返し収束計算を行うことで求める。 

 

3.3.6 ガンマ発熱量 

ガンマ輸送計算の結果から各領域に付与されるガンマ線エネルギは次のように

求められる。 

𝐸𝛾,𝑖 = 𝑉𝑖 ∑ 𝛴𝛾,𝑖
𝑔

𝜙𝑖
𝑔

𝑔

 (3.3-31) 

ここで，𝛴𝛾,𝑖
𝑔
はエネルギ𝑔，領域𝑖のガンマ線エネルギ発熱断面積である。これか

ら燃料棒やガンマセンサにおけるガンマ線によるエネルギ発熱量（以下，「ガンマ

発熱量」という。）が計算される。 

 

3.3.7 出力分布計算 

全核分裂エネルギを 𝐸𝑛
𝑡𝑜𝑡  (MeV/fission)，全ガンマ線エネルギを 𝐸𝛾

𝑡𝑜𝑡 

(MeV/fission)， (𝑖, 𝑗)位置の燃料棒へのガンマ発熱量を𝐸𝛾,𝑖𝑗とする。𝐸𝛾,𝑖𝑗は次式で

表される。 

𝐸𝛾,𝑖𝑗 = 𝑉𝑖𝑗 ∑ 𝛴𝛾,𝑖𝑗
𝑔

𝜙𝑖𝑗
𝑔

𝑔

 (3.3-32) 

ここで， Σ𝛾,𝑖𝑗
𝑔

はガンマ線エネルギ発熱断面積である。 

ガンマ線の全エネルギが燃料棒に付与されると仮定すると， (𝑖, 𝑗)位置の燃料棒

でのエネルギ発熱量（出力分布）𝐸𝑖𝑗は次式で与えられる。 

𝐸𝑖𝑗 =
𝐸𝛾

𝑡𝑜𝑡

∑ 𝐸𝛾,𝑖𝑗𝑖𝑗
𝐸𝛾,𝑖𝑗 +

𝐸𝑛
𝑡𝑜𝑡 − 𝐸𝛾

𝑡𝑜𝑡

(燃料棒本数)
𝑃𝑓,𝑖𝑗 (3.3-33) 

ここで𝑃𝑓,𝑖𝑗は規格化後の核分裂密度分布である。このように𝐸𝛾,𝑖𝑗の全燃料棒にわ

たる和がガンマ発熱の総エネルギとなるように計算し，かつ，これを燃料棒数で規
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格化したものが出力分布となる。また，核分裂反応で発生するエネルギのうちガン

マ線以外の形で放出されるエネルギ（具体的には核分裂生成核種の運動エネルギ，

核分裂中性子の運動エネルギ，核分裂生成核種のベータ崩壊で放出されるエネル

ギの和）は，反応発生場所で熱エネルギ化すると仮定している。 

 

3.3.8 集合体平均定数出力機能 

燃料集合体断面平均核定数の主要な出力を以下に述べる。 

記号 

𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦 : 燃料集合体体積 
𝑉𝑎𝑙𝑙 𝑓𝑢𝑒𝑙 : 燃料ペレット体積の総和 

𝑆𝑓,𝑠 : 集合体表面積（𝑠 = 𝑊𝑊, 𝑁𝑁ギャップ面） 
𝑁𝑚(𝑟) : 位置𝑟にある核種𝑚の原子数密度 

𝜎𝑥𝑚(𝑔, 𝑟) : 位置𝑟にある核種𝑚，エネルギ𝑔群の反応𝑥の微視的

断面積 
𝜙𝑔(𝑟) : 位置𝑟，エネルギ𝑔群の中性子束 

ℎ : 遅発中性子６群に対するインデックス 
𝐺 : 中性子エネルギ３群に対するインデックス 
𝑔 : エネルギ中間群に対するインデックス 

 

(1) ADBI:集合体断面平均原子数密度（barn-1cm-1） 

𝐴𝐷𝐵𝐼(𝑚) =
1

𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦
∫ 𝑁𝑚(𝑟)𝑑𝑉

𝑎𝑠𝑠′𝑦

  (3.3-34) 

(2) ALAMDA：遅発中性子先行核時定数（s-1） 

𝐴𝐿𝐴𝑀𝐷𝐴(ℎ) =
∑ 𝜈𝛴𝑓,𝑚𝜙𝛽(ℎ, 𝑚)𝑚=𝑓𝑖𝑠𝑠𝑖𝑙𝑒𝑠

∑
𝜈𝛴𝑓,𝑚𝜙𝛽(ℎ, 𝑚)

𝜆(ℎ, 𝑚)𝑚=𝑓𝑖𝑠𝑠𝑖𝑙𝑒𝑠

 
(3.3-35) 

ここで，𝛽(ℎ, 𝑚)と𝜆(ℎ, 𝑚)は，それぞれ核種𝑚，遅発中性子第ℎ群の実効遅発中

性子割合と崩壊定数である。また，𝜈𝛴𝑓,𝑚と𝜙は燃料集合体平均の核種𝑚のマク

ロ生成断面積と中性子束である。 

(3) BETA：群毎の実効遅発中性子割合 

𝐵𝐸𝑇𝐴(ℎ) =
∑ 𝜈𝛴𝑓,𝑚𝜙𝛽(ℎ, 𝑚)𝑚=𝑓𝑖𝑠𝑠𝑖𝑙𝑒

∑ 𝜈𝛴𝑓,𝑚𝜙𝑚=𝑓𝑖𝑠𝑠𝑖𝑙𝑒  
 (3.3-36) 

ここで𝛽(ℎ, 𝑚)は，核種𝑚，遅発中性子第ℎ群の実効遅発中性子割合である。 

(4) BETAT：実効遅発中性子割合 

𝐵𝐸𝑇𝐴𝑇 = ∑ 𝐵𝐸𝑇𝐴(ℎ)

6

ℎ=1

 (3.3-37) 

(5) BDF：境界拡散フォームファクタ 

𝑏𝐺=3
∞ (𝑥, 𝑦) = 𝑓𝐺=3

∞ (𝑥, 𝑦) (
𝜙𝐺=3

ℎ𝑜𝑚(𝑥, 𝑦)

𝜙𝐺=3
ℎ𝑒𝑡 (𝑥, 𝑦)

)

∞

 (3.3-38) 

ここで𝐺 = 3は熱群のエネルギ群数インデックスである。また， 

𝑓𝐺
∞(𝑥, 𝑦) =

∑ 𝜔𝑠
𝐺 (

𝜙𝐺
ℎ𝑒𝑡(𝑥𝑠, 𝑦𝑠)

𝜙𝐺
ℎ𝑜𝑚𝑜(𝑥𝑠, 𝑦𝑠)

)

∞

4
𝑠=1

∑ 𝜔𝑠
𝐺4

𝑠=1

 
(3.3-39) 
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𝜔𝑠
𝐺 = 𝑒𝑥𝑝(−𝜅𝐺

𝑖 |𝑥 − 𝑥𝑠|) 𝑒𝑥𝑝(−𝜅𝐺
𝑖 |𝑦 − 𝑦𝑠|) (3.3-40) 

ここで(𝑥𝑠, 𝑦𝑠)は，位置(𝑥, 𝑦)からノード境界𝑠を結ぶ垂線とノード境界の交点，

 𝜅𝐺
𝑖 = √Σ𝑟,𝐺

𝑖 𝐷𝐺
𝑖⁄ は拡散距離の逆数である。 

(6) CDFNN：NN（制御棒挿入位置と対角側の）コーナの３群中性子束不連続因子 

𝐶𝐷𝐹𝑁𝑁(𝐺) =
𝜙𝐺(𝑟𝑁𝑁)

1
𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦

∫ 𝜙𝐺(𝑟)𝑑𝑉
𝑎𝑠𝑠′𝑦

 
(3.3-41) 

(7) CDFNW：NW（NN から 90°回転した位置の）コーナの３群中性子束不連続因子 

𝐶𝐷𝐹𝑁𝑊(𝐺) =
𝜙𝐺(𝑟𝑁𝑊)

1
𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦

∫ 𝜙𝐺(𝑟)𝑑𝑉
𝑎𝑠𝑠′𝑦

 (3.3-42) 

(8) CDFWW：WW（制御棒挿入位置の）コーナの３群中性子束不連続因子 

𝐶𝐷𝐹𝑊𝑊(𝐺) =
𝜙𝐺(𝑟𝑊𝑊)

1
𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦

∫ 𝜙𝐺(𝑟)𝑑𝑉
𝑎𝑠𝑠′𝑦

 
(3.3-43) 

(9) D：３群の拡散係数（cm） 

𝐷𝐺 = [𝑤1
𝐺

1

3𝛴𝑡𝑟
𝐺 + (1 − 𝑤1

𝐺)𝐷0
𝐺  ] 𝑤2

𝐺 (3.3-44) 

𝛴𝑡𝑟
𝐺 =

∑ ∫ 𝛴𝑡𝑟,𝑔(𝑟)𝜙(𝑟)𝑑𝑉
𝑎𝑠𝑠′𝑦

 𝑔∈𝐺

∑ ∫ 𝜙𝑔(𝑟)𝑑𝑉
𝑎𝑠𝑠′𝑦𝑔∈𝐺

 (3.3-45) 

𝐷0
𝐺

=
∑ {∫ 3𝛴𝑡𝑟,𝑔(𝑟)𝜙𝑔(𝑟)𝑑𝑉

𝑎𝑠𝑠′𝑦
∑ ∫ 𝜙𝑔(𝑟)𝑑𝑉

𝑎𝑠𝑠′𝑦𝑔∈𝐺⁄ } 𝑔∈𝐺

−1
𝛷𝑔

∑ 𝛷𝑔𝑔∈𝐺
 

(3.3-46) 

ここで，𝛷𝑔 = ∫ 𝜙𝑔(𝑟)𝑑𝑉
𝑎𝑠𝑠′𝑦

であり，𝑤1
𝐺 , 𝑤2

𝐺は拡散係数の補正因子である。 

(10) EPF：核分裂当りの実効放出エネルギ（MeV/fission） 

𝐸𝑃𝐹 =
𝐸𝑛

𝑡𝑜𝑡

∑ ∫ 𝛴𝑓(𝑔, 𝑟)𝜙𝑔(𝑟)𝑑𝑉
𝑎𝑠𝑠′𝑦𝑔

 (3.3-47) 

(11) FDFN：Nギャップ の３群中性子束不連続因子 

𝐹𝐷𝐹𝑁(𝐺) =

1
𝑆𝑓,𝑁

∫ 𝜙𝐺(𝑠)
𝑠∈𝑆𝑓,𝑁

𝑑𝑠

1
𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦

∫ 𝜙𝐺(𝑟)𝑑𝑉
𝑎𝑠𝑠′𝑦

 (3.3-48) 

(12) FDFW：Wギャップ の３群中性子束不連続因子 

𝐹𝐷𝐹𝑊(𝐺) =

1
𝑆𝑓,𝑊

∫ 𝜙𝐺(𝑠)
𝑠∈𝑆𝑓,𝑊

𝑑𝑠

1
𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦

∫ 𝜙𝐺(𝑟)𝑑𝑉
𝑎𝑠𝑠′𝑦

 (3.3-49) 

(13) KINF：無限増倍率 

式(3.3-27) 参照  

(14) REB10：B-10 反応度価値 

𝑅𝐸𝐵10 = 𝑅𝐸𝐴𝐿𝐿(𝑚 = 𝐵10) (3.3-50) 
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𝑅𝐸𝐴𝐿𝐿(𝑚) =
(𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 𝑟𝑎𝑡𝑒 𝑜𝑓 𝑛𝑢𝑐𝑙𝑖𝑑𝑒 𝑚)

(𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 𝑝𝑟𝑜𝑑𝑢𝑐𝑡𝑖𝑜𝑛 𝑟𝑎𝑡𝑒)

−
(𝑎𝑏𝑠𝑜𝑟𝑝𝑡𝑖𝑜𝑛 𝑟𝑎𝑡𝑒 𝑜𝑓 𝑛𝑢𝑐𝑙𝑖𝑑𝑒 𝑚)

(𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙 𝑎𝑏𝑠𝑜𝑟𝑝𝑡𝑖𝑜𝑛 𝑟𝑎𝑡𝑒)
 

(3.3-51) 

(15) REGD：Gd反応度価値 

𝑅𝐸𝐺𝐷 =
𝑅𝐸𝐴𝐿𝐿(𝑚 = 𝐺𝑑155) + 𝑅𝐸𝐴𝐿𝐿(𝑚 = 𝐺𝑑157)

1 − 𝑅𝐸𝐴𝐿𝐿(𝑚 = 𝑋𝑒135)
 (3.3-52) 

(16) RESM：Sm-149 反応度価値 

𝑅𝐸𝑆𝑀 =
𝑅𝐸𝐴𝐿𝐿(𝑚 = 𝑆𝑚149)

1 − 𝑅𝐸𝐴𝐿𝐿(𝑚 = 𝑋𝑒135)
 (3.3-53) 

(17) REXE：Xe-135 反応度価値 

𝑅𝐸𝑋𝐸 =
𝑅𝐸𝐴𝐿𝐿(𝑚 = 𝑋𝑒135)

1 − 𝑅𝐸𝐴𝐿𝐿(𝑚 = 𝑋𝑒135)
 (3.3-54) 

(18) RPR：燃料棒の相対出力 

式(3.3-33)参照  

ここで，燃料棒にわたる総和が燃料棒数となるように規格化される。 

(19) RTIPA：TIP 位置の中性子束/集合体断面平均中性子束比 

𝑅𝑇𝐼𝑃𝐴(𝐺) =
∑ 𝜙𝑔(𝑟𝑇𝐼𝑃)𝑔∈𝐺

1
𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦

∑ ∫ 𝜙𝐺(𝑟)𝑑𝑉
𝑎𝑠𝑠′𝑦𝑔∈𝐺

 (3.3-55) 

(20) V：３群平均中性子速度 (cm/s) 

𝑉(𝐺) =

∑ ∫ 𝜙𝑔(𝑟)𝑑𝑉
𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦

𝑔∈𝐺

∑ ∫
𝜙𝑔(𝑟)

𝑣𝑔(𝑟)
𝑑𝑉

𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦 𝑔∈𝐺

 (3.3-56) 

ここで， 𝑣𝑔(𝑟)はエネルギ𝑔群の中性子速度。 

(21) XA：３群集合体断面平均吸収断面積(cm-1) 

𝑋𝐴(𝐺) =

∑ ∫ 𝛴𝑎,𝑔(𝑟)𝜙𝑔(𝑟)
𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦

𝑑𝑉𝑔∈𝐺

∑ ∫ 𝜙𝑔(𝑟)𝑑𝑉
𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦

𝑔∈𝐺

 (3.3-57) 

(22) XAMXE：Xeなしの平均熱群吸収断面積(cm-1) 

𝑋𝐴𝑀𝑋𝐸 = 𝑋𝐴(𝐺 = 3) − 𝑆𝐴𝑋𝐸 × 𝐴𝐷𝐵𝐼(𝑚 = 𝑋𝑒135) (3.3-58) 

ここで，SAXE は熱群の Xe 断面積，ADBI は集合体断面平均原子数密度である。 

(23) XF：３群集合体断面平均核分裂断面積(cm-1) 

𝑋𝐹(𝐺) =

∑ ∫ 𝛴𝑓,𝑔(𝑟)𝜙𝑔(𝑟)
𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦

𝑑𝑉𝑔∈𝐺

∑ ∫ 𝜙𝑔(𝑟)𝑑𝑉
𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦

𝑔∈𝐺

 (3.3-59) 

(24) XFCRT：TIP 位置の U-235核分裂断面積 (barn) 

𝑋𝐹𝐶𝑅𝑇(𝐺) =
∑ 𝜎𝑓,𝑈235

𝑔 (𝑟𝑚𝑜𝑛)𝜙𝑔(𝑟𝑚𝑜𝑛)𝑔∈𝐺

∑ 𝜙𝑔(𝑟𝑚𝑜𝑛)𝑔
 (3.3-60) 

ここで， 𝜎𝑓,𝑈235
𝑔 (𝑟𝑚𝑜𝑛)は TIP位置における U-235のエネルギ𝑔群の微視的核分

裂断面積である。 

(25) XNF：集合体断面平均生成断面積(cm-1) 

𝑋𝑁𝐹(𝐺) =

∑ ∫ 𝜈𝛴𝑓,𝑔(𝑟)𝜙𝑔(𝑟)
𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦

𝑑𝑉𝑔∈𝐺

∑ ∫ 𝜙𝑔(𝑟)𝑑𝑉
𝑉𝑎𝑠𝑠′𝑦

𝑔∈𝐺

 (3.3-61) 
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3.4 燃焼計算 

3.4.1 燃焼基礎方程式 

核種𝑖の生成崩壊は，原子数密度を𝑁𝑖(𝑐𝑚−3)として次式で与えられる。 

𝑑𝑁𝑖

𝑑𝑡
= ∑ 𝑢𝑖𝑗𝜆𝑗𝑁𝑗

𝑗

+ ∑ 𝜈𝑖𝑗 (∑ 𝜎𝑐,𝑗
𝐺 𝜙𝐺

𝐺

) 𝑁𝑗

𝐽

+ ∑ 𝑤𝑖𝑗 (∑ 𝜎𝑛2𝑛,𝑗
𝐺 𝜙𝐺

𝐺

) 𝑁𝑗

𝑗

+ ∑ 𝛾𝑖𝑗 (∑ 𝜎𝑓,𝑗
𝐺 𝜙𝐺

𝐺

)

𝑗

𝑁𝑗

− {𝜆𝑖 + (∑ 𝜎𝑎,𝑖
𝐺 𝜙𝐺

𝐺

) + (∑ 𝜎𝑛2𝑛,𝑖
𝐺 𝜙𝐺

𝐺

)} 𝑁𝑖 

(3.4-1) 

ここで𝑢𝑖𝑗，𝑣𝑖𝑗，𝑤𝑖𝑗はそれぞれ核種𝑗の崩壊，中性子捕獲，(n,2n)反応により核種

𝑖が生成する割合である。𝜎𝑐,𝑖
𝐺 ，𝜎𝑛2𝑛,𝑖

𝐺 ，𝜎𝑓,𝑖
𝐺 ，𝜎𝑎,𝑖

𝐺 はそれぞれ核種𝑖の第𝐺群(𝐺 = 1~4)

の中性子捕獲断面積，(n,2n)反応の断面積，核分裂断面積，吸収断面積(𝑐𝑚−2)で

ある。また𝜆𝑖, 𝛾𝑖𝑗, 𝜙𝐺はそれぞれ核種𝑖の崩壊定数(𝑠−1)，核種𝑗の核分裂による核

種𝑖の核分裂収率，第𝐺群の中性子束(𝑐𝑚−2𝑠−1)である。 

 

3.4.2 数値積分法 

3.4.2.1 予測子・修正子法 

燃焼方程式(3.4-1)を計算するにあたり，LANCR では予測子・修正子法に基づく

アルゴリズムを用いている。予測計算部では４次の Runge-Kutta-Gill法により燃

焼方程式を解き，この結果をもとに，修正計算部では燃焼方程式中の係数の変化が

時間に対し線形と仮定することで解を解析的に求める。 

 

3.4.2.2 予測計算部 

予測計算部では 4 次の Runge-Kutta-Gill 法により燃焼方程式を解く。その際，

生成項𝑄𝑖は微小時間ステップ𝛥𝑡の間は一定と仮定することで，燃焼方程式(3.4-1)

の解が形式的に次式のように書けることを利用し予測計算の解を求める。 

𝑁𝑖(𝛥𝑡) − 𝑁𝑖(0) = (𝑄𝑖 − 𝜆�̃�𝑁𝑖(0))
1 − 𝑒𝑥𝑝(−𝜆�̃�𝛥𝑡)

𝜆�̃�

 (3.4-2) 

ここで実効的な崩壊定数𝜆�̃�は次式で表される。 

𝜆�̃� = 𝜆𝑖 + ∑ 𝜎𝑎,𝑖
𝐺 𝜙𝐺

𝐺

+ ∑ 𝜎𝑛2𝑛,𝑖
𝐺

𝐺

𝜙𝐺 (3.4-3) 

式(3.4-2)，(3.4-3)から式(3.4-1)は次のように表される。 

𝑑𝑁𝑖

𝑑𝑡
=

𝑁𝑖(𝛥𝑡) − 𝑁𝑖(0)

𝛥𝑡
= (𝑄𝑖 − 𝜆�̃�𝑁𝑖(0))

1 − 𝑒𝑥𝑝 (−𝜆�̃�𝛥𝑡)

𝜆�̃�𝛥𝑡
 (3.4-4) 

各 Gill ステップは上式右辺により計算される。また Gill ステップが 2 と 4 番

目のステップにおいて断面積が更新されると共に，中性子束レベル及び燃焼スペ

クトルについても 3.4.3項にて述べる方法で更新される。 
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3.4.2.3 修正計算部 

修正部での燃焼方程式では，実効的な崩壊定数を予測部では一定としたのに対

し，時間に対し一次の関数として取り扱う。また生成項𝑄は時間ステップΔ𝑡間の平

均値𝑄𝑎𝑣,𝑖で代表させる。よって，燃焼方程式は以下となる。 
𝑑𝑁𝑖

𝑑𝑡
= −(𝜆0,𝑖 + 𝜆1,𝑖𝑡)𝑁𝑖 + 𝑄𝑎𝑣,𝑖 (3.4-5) 

ここで𝜆0,𝑖，𝜆1,𝑖，𝑄𝑎𝑣,𝑖の値は，予測計算部で予め計算される。以上から，燃焼方

程式の解は解析的に求めることができ，次式にて与えられる。 

𝑁𝑖(𝑡) = 𝑁𝑖(0) 𝑒𝑥𝑝(−𝜆𝑎𝑣,𝑖𝑡)

+ 2 (
𝜆0,𝑖

√2𝜆1,𝑖

)
𝑄𝑎𝑣,𝑖

𝜆0,𝑖
[𝐹 (

𝜆0,𝑖 + 𝜆1,𝑖𝑡

√2𝜆1,𝑖

)

− 𝑒𝑥𝑝(−𝜆𝑎𝑣,𝑖𝑡) 𝐹 (
𝜆0,𝑖

√2𝜆1,𝑖

)] 

(3.4-6) 

𝜆𝑎𝑣,𝑖は時間ステップΔ𝑡間の平均実効崩壊定数である。𝐹(𝑥)は Dawson積分であり，

次式で定義される。 

𝐹(𝑥) = 𝑒𝑥𝑝(−𝑥2) ∫ 𝑒𝑥𝑝(𝑢2) 𝑑𝑢
𝑥

0

 (3.4-7) 

 

3.4.3 中性子束及び燃焼スペクトル計算モデル 

燃焼計算に用いる中性子束のレベルは，核分裂スペクトルが成分を持つ高速群

の中性子束のレベルとして，次式にて計算する。 

𝛷𝑓𝑎𝑠𝑡 =
6.241506 × 1012𝑃0

∑ ∑ 𝑤𝑖𝑁𝑖,𝑘 ∑ 𝜎𝑓,𝑖,𝑘
𝐺

𝐺 (
𝜙𝑘

𝐺

𝛷 ) 𝑉𝑘𝑖𝑘

 
(3.4-8) 

ここで𝐺は 3.3.3 項で述べた少数群（エネルギ４群）の指標，𝑤𝑖は核種𝑖による

核分裂あたりの放出エネルギ(MeV/fission)，𝑁𝑖,𝑘は領域𝑘の核種𝑖の原子数密度，

(𝜙𝑘
𝐺 𝛷⁄ )は体系平均の高速群中性子束𝛷に対する領域𝑘の第𝐺群中性子束比，𝑉𝑘は領

域𝑘の体積割合，𝑃0は出力密度(W/cm3) ，6.241506×1012 は出力密度とエネルギに

関連した単位換算係数(MeV/(W･s))である。 

燃料集合体計算で得られる中性子スペクトルは，無限格子のものであり，炉内の

状況とは異なっている。燃焼計算では，この点を考慮するために臨界状態にある炉

内を模擬した中性子スペクトルを用いる。以下にはリーケージモデルでの計算方

法を示す。 

 

(3.4-9) 

ここで，𝐷𝐺及びΣ𝑟𝐺は，エネルギ𝐺群の断面平均拡散係数及び断面平均除去断面

積であり，𝛹𝐺は臨界条件におけるエネルギ𝐺群の断面平均少数群中性子スペクト

ルである。また，ここでは核分裂スペクトルは第１群にのみ存在するとしている。 
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式(3.4-9)よりバックリング𝐵2を固有値とした場合の最小固有値に対する固有

ベクトル𝛹としてスペクトルが求まる。 

 

3.4.4 核種の生成・崩壊チェーン 

LANCR の燃焼計算で使用する燃焼チェーンモデルは，重核 38 核種，核分裂生成

核 136 核種，及び，本チェーン上では明示的に取り扱わない残りの核分裂生成核

種を一括した擬似 FP 核種より構成される。擬似 FP 核種としては，核分裂から直

接生成されるものと（以下，「PFP1」という。），中性子反応チェーンを経由して

生成されるのも（以下，「PFP2」という。）を区別するために，２種類の擬似 FP

核種を燃焼チェーン上でモデル化している 16。擬似 FP 核種は仮想的な 1/v 中性子

吸収核種としてモデル化されており，文献 16 の方法にもとづき LANCR の燃焼

チェーン用に評価したものである。 

PFP1 と PFP2 の断面積をそれぞれ𝜎𝑎
𝑃𝐹𝑃1(𝑒)，𝜎𝑎

𝑃𝐹𝑃2(𝑒)とすると，エネルギ１群化

断面積𝜎𝑎
𝑃𝐹𝑃1と𝜎𝑎

𝑃𝐹𝑃2とは以下のように関係づけられる。 

𝜎𝑎
𝑃𝐹𝑃𝑖 =

∫ 𝜎𝑎
𝑃𝐹𝑃𝑖(𝑒)𝜙(𝑒)𝑑𝑒

𝐸

∫ 𝜙(𝑒)𝑑𝑒
𝐸

, (𝑖 = 1,2) (3.4-10) 

𝜎𝑎
𝑃𝐹𝑃𝑖(𝑒) = 𝐶𝑖

1

√𝑒
, (𝑖 = 1,2) (3.4-11) 

ここで，eは中性子のエネルギである。以上から，文献 16 の ORIGEN2 を用いた

評価から決まる一群化断面積𝜎𝑎
𝑃𝐹𝑃1と𝜎𝑎

𝑃𝐹𝑃2の値は式(3.4-12)で表される。 

𝜎𝑎
𝑃𝐹𝑃1 = 𝜎𝑎

𝑃𝐹𝑃2 = 0.148(𝑏𝑎𝑟𝑛) (3.4-12) 

これから擬似 FP 核種の断面積は一意的に定まる。 

𝐶𝑖 = 0.1166, (𝑖 = 1,2) (3.4-13) 

擬似 FP 核種の核分裂収率は式(3.4-14)，(3.4-15)にて定義される。 

𝐹𝑌𝑙
𝑃𝐹𝑃1 = 2 − ∑ 𝐹𝑌𝑖,𝑙

𝑖∈𝑒𝑥𝑝𝑙𝑖𝑐𝑖𝑡 𝐹𝑃𝑠

 (3.4-14) 

𝐹𝑌𝑙
𝐹𝑃𝐹2 = 0 (3.4-15) 

ここで𝑙 = (1,38)はアクチニド核種番号，explicitFPとは燃焼チェーン中で個別

核種として取扱う核分裂生成核種（擬似 FP 核種には含めない核種）である。式

(3.4-14)に従い評価した擬似 FP核種 PFP1 の核分裂収率を表 3.4-1に示す。ここ

で評価済核データファイルに収率データがない場合には，類似の核種の収率デー

タを採用している。表 3.4-1中の収率データの項目に核種名が記載されている場

合がこれに対応し，類似核種の収率データを使用する。類似とは，同位体核種から

質量数の差が２以内の偶奇性が同じ核種か，この条件で類似核種候補がない場合

には，同位体の制限を外す。 
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表 3.4-1 擬似 FP核種 PFP1の核分裂収率[%] 

l Nuclide Type  l Nuclide Type  

1 Th228 21 Pu236 

2 Th230 22 Pu237 

3 Th231 23 Pu238 

4 Th232 24 Pu239 

5 Pa231 25 Pu240 

6 Pa232 26 Pu241 

7 Pa233 27 Pu242 

8 U232 28 Pu243 

9 U233 29 Am241 

10 U234 30 Am242M 

11 U235 31 Am242 

12 U236 32 Am243 

13 U237 33 Am244 

14 U238 34 Cm242 

15 Np236m 35 Cm243 

16 Np236 36 Cm244 

17 Np237 37 Cm245 

18 Np238 38 Cm246 

19 Np239 

20 Np240 

 

本燃焼チェーンモデルの評価性能について，ORIGEN2を用いて評価した。参照解

は ORIGEN2の燃焼計算とし，これに対し擬似 FP核種を含む本燃焼チェーンモデル

で ORIGEN2の燃焼計算を行い，無限増倍率の結果を比較した。対象は，UO2燃料模

擬体系（濃縮度３wt%，40%ボイド率）及び MOX 燃料模擬体系（Puf 富化度３wt%，

40%ボイド率）である。その結果，無限増倍率の誤差は，燃焼度 100GWd/t において

も 0.1%kを十分に下回る（図 3.4-1参照）。また，全中性子吸収に占める擬似 FP

核種の相対吸収割合を図 3.4-2に示す。これから，擬似 FP核種の相対中性子吸収

割合は燃焼度 100GWd/t においても 0.2%以下であり，擬似 FP 核種の中性子吸収割

合に含まれる誤差の全中性子吸収割合への寄与は 0.2%に対し十分に小さい。即ち，

図 3.4-1 に示す程度の誤差となる。 

 

 

 

 

 本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 3.4-1 FPチェーンモデル誤差 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-2 全中性子吸収に占める擬似 FP核種の相対吸収割合 

 

 核種の生成・崩壊チェーンを図 3.4-3～図 3.4-7に示す。 

アクチニド核種の生成・崩壊チェーン ：図 3.4-3 

核分裂生成核種の生成・崩壊チェーン ：図 3.4-4～図 3.4-6 

制御棒吸収材核種の生成・崩壊チェーン ：図 3.4-7 
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3.5 特殊機能，オプション 

3.5.1 Pu 核種の計量管理に係る機能 

炉心管理では，重核種の損耗量管理に加え，起源別管理，すなわち，ウランから

派生するプルトニウム（以下，「ウラン起源核種」という。）か，元々のプルトニ

ウムから派生するプルトニウム（以下，「プルトニウム起源核種」という。）を区

別する必要がある。そのため，LANCRにおいて，プルトニウム起源核種の原子数密

度を計算し，出力する機能を追加する。プルトニウム起源核種の原子数密度が分か

れば，全体の核種の原子数密度からこれを差し引くことによりウラン起源の核種

の原子数密度が計算できる。 

プルトニウム起源核種の計算では，装荷されたプルトニウム核種から燃焼計算

の過程で派生する Pu-238，Pu-239，Pu-240，Pu-241，Pu-242，Am-241の６核種の

量を計算するために専用の付加的な燃焼チェーン（以下，「プルトニウム起源対象

核種チェーン」という。）を使用する（図 3.5-1参照）。すなわち，上記プルト

ニウム核種については，①従来同様ウラン起源とプルトニウム起源を一緒にした

燃焼計算と②プルトニウム起源だけの付加的な燃焼計算を同時に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5-1 プルトニウム起源対象核種チェーン 

 

3.5.2 ノード平均定数出力機能 

LANCRはオプション機能として燃料棒セル（ノード）平均定数出力機能を有する。

これは，燃料棒セルを１メッシュとする２次元または３次元の詳細メッシュコー

ドへのインタフェース機能であり，例えば，臨界試験体系の解析において，LANCR

の単一バンドル計算と詳細メッシュ拡散コードとの組合せ計算を可能にする

（4.2.2項，4.2.3 項，4.2.5項参照）。表 3.5-1に示す諸量を出力する。 

 

 

 

 

 

 

Am241
(n,2n) (n,γ)

ε,β+

β-

α

ffP

ffP ffP ffP ffP ffP ffP

ffPPu239 Pu240
Pu238 Pu241 Pu242

Pu243
ffP

ffP

Pffは中性子反応断面積をもたない擬似核種
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表 3.5-1 ノード平均定数出力 

シンボル名 説明 

BETCOL ノード毎の遅発中性子割合 

CNTCOL ノード境界のネットカレント 

CTICOL ノード境界の入射カレント 

CTOCOL ノード境界の出射カレント 

DCFCOL ノード境界の不連続因子 

DX X 方向ノード幅（ｃｍ） 

DY Y 方向ノード幅（ｃｍ） 

FSRCOL ノード毎の核分裂中性子源 

NDIM ノード配列 

NG5 群数 

NBGCOL 縮約エネルギ群構造（35 群の割振り） 

NMAP ノード番号 

NNODE ノード総数 

NV 表面数+１（ノード内部対応番号） 

PHBCOL ノード境界の中性子束 

PHICOL ノード平均中性子束 

PIJCOL 衝突確率 

SSRCOL ノード毎の散乱中性子源 

VLCCOL 中性子速度 

XKICOL 核分裂スペクトル 

XSNCOL ノード平均断面積 

XSSCOL 散乱，生成マトリックス 

FNUDEL 着目核種 mの g群の核分裂反応あたりの遅発中性子発生数 

CHIDEL 核分裂で発生する遅発中性子１個あたりの遅発中性子群 h,中

性子群 gに放出される遅発中性子数 

CHID35 CHIDEL の中性子エネルギ 35群縮約量 

SIGDNP ノード平均の核種ｍ，G 群の遅発中性子生成断面積 
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4. 検証及び妥当性確認 

4.1 はじめに 

本図書では，ベンチマーク問題に対する他コード等との比較を 「検証」 ，実機

プラントや試験による測定値等との比較を 「妥当性確認」 と位置付け，検証及び

妥当性確認においては後者の確認行為を優先している。ただし，妥当性確認に供せ

る試験データ数に制限がある事を考慮し，連続エネルギモンテカルロコードのよ

うな十分に高度なモデルに基づく信頼性の高い手法との比較については，コード

の信頼性確認行為を補完しうる「妥当性確認に準ずる確認」と位置付ける。 

LANCRの検証及び妥当性確認は以下の 3 通りの観点で実施した。 

(a) 試験による妥当性確認 

種々の臨界試験や照射後試験結果との比較により，LANCR の核特性の妥当

性を確認した。 

(b) ベンチマーク問題による検証 

独立に開発された各参加機関コードの結果との相互比較によって，相対的

に LANCR の健全性を，換言すれば，LANCR の計算結果に特異な傾向がないこ

とを確認した。 

(c) 連続エネルギモンテカルロ計算による妥当性確認 

試験による妥当性確認を補完するため，連続エネルギモンテカルロ計算に

よる妥当性確認を実施した。 

 

各評価の詳細とその結果について，次節以降に示す。 

 

4.2 試験による妥当性確認 

以下の試験データを用いて LANCRの妥当性確認を行った。 

1. Babcock & Wilcox 臨界試験25,26,27 

2. NCA臨界試験 

3. BASALA臨界試験28,29 

4. Hellstrand 実効共鳴積分の実験式30  

5. MISTRAL臨界試験 28,31,32 

6. 福島第二原子力発電所 2号炉及び Dodewaard 炉で照射された試験燃料33,34 

これらの試験のうち臨界試験である 1～3及び 5について，試験の主なパラメー

タ及び臨界試験解析ケースを表 4.2-1にまとめる。ここで，臨界試験解析におい

ては，核分裂反応率分布を出力分布と称することとする。 

以下に，各試験の妥当性確認の結果の詳細を示す。 
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表 4.2-1 臨界試験解析ケース一覧 

    試験 

 

パラ 

メータ 

Babcock and  

Wilcox 

（アメリカ） 

NCA 

（日本） 

BASALA 

（フランス） 

MISTRAL  

(フランス） 

燃料 ウラン燃料棒 

MOX 燃料棒 

ウラン燃料

集合体 

全 MOX燃料集合体 ウラン燃料棒均一 

MOX燃料棒均一 

試験領域の 

U-235濃縮度又は 

プルトニウム 

含有率(wt%) 

ウラン：2.46 

MOX：1.50 

2.0～4.9 3.0～8.7 ウラン：約 3.7 

MOX：約 7.0(一部

8.7) 

減速材温度 (℃) 約 20 約 20 

冷温試験 

40%ボイド

模擬試験 

約 20 

炉心１：40%ボイド 

    模擬試験 

炉心２：冷温模擬試験 

約 20 

H/HM＊ ウラン：約 5 

MOX ：約 5 

冷温：約 9 

40%ボイド

模擬：約 6 

炉心１ ：約 5 

炉心２ ：約 9 

ウラン ：約 5 

MOX  ：約 5 

格子又は燃料集

合体ピッチ (cm) 

ウラン：1.63 

MOX ：1.90 

格子 約 1.4 

燃料集合体 

約 15 

格子 

  炉心１ ：1.13 

  炉心２ ：1.35 

燃料集合体 

  炉心１ ：約 11.4 

  炉心２ ：約 13.6 

ウラン：1.32 

MOX ：1.32 

妥当性確認 

パラメータ 

実効増倍率 燃料集合体

内出力分布 

燃料集合体内出力分布 実効遅発中性子割

合(βeff) 

実効増倍率 実効増倍率 

ガドリニア価値 

減速材ボイド係数 

試験燃料 H/HM：4.0 

制御棒価値 

十字制御棒 B4C，Hf 

積分ほう素価値 

ほう素濃度：0～599ppm 

等温温度係数 

減速材温度：10～80℃ 

ウォータロッド反応度 

試験燃料 H/HM：6.0 

* 水素対重金属原子数比 
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4.2.1 Babcock & Wilcox 臨界試験による妥当性確認 

Babcock & Wilcox 臨界試験（U-235濃縮度 2.46wt%のウラン燃料棒及びプルトニ

ウム含有率 1.50 wt%の MOX燃料棒）を対象に妥当性確認を行った。本臨界試験で

は，ウラン燃料棒又は MOX 燃料棒を試験領域に均一に配置し，減速材中のほう素

濃度を調整することによって，試験領域内の中性子束を平坦化し中性子の漏れが

無い領域を模擬している。つまり，試験領域は実効増倍率と無限増倍率が近似的に

等しくなる体系を再現しているため，LANCR の計算で得られる燃料棒セル体系での

無限増倍率の妥当性確認の目安と成り得る。その結果，実効増倍率の実験値からの

誤差は，ウラン燃料棒では  %k，MOX 燃料棒では  %k であった。 

 

4.2.2 NCA 臨界試験による妥当性確認 

東芝臨界実験装置 NCA(Toshiba Nuclear Critical Assembly)を用いた９×９ウ

ラン燃料集合体を模擬した臨界試験を対象に妥当性確認を行った。NCA では低濃縮

UO2ペレットをアルミニウム製被覆管におさめた棒状燃料を使用し，炉心の格子配

列や水対燃料体積比等が広範囲に変えられるように多種類のアルミニウム製グ

リッド板（燃料格子板）を用いており，軽水（減速材，反射体として作用）を燃料

棒の配置された炉心タンクに給水し，水位を調整して臨界を達成している。主要な

評価パラメータは表 4.2-1に示したとおりである。臨界試験体系の例として高温

（40%減速材ボイド率）模擬試験体系を図 4.2-1に図示する。図中には示していな

いが，本試験ではテスト領域の燃料棒の間にアルミニウム製の中空管を挿入配置

し減速材のボイドを模擬している。 

本臨界試験の解析では，LANCRで作成したノード（燃料棒セル）毎の均質化核定

数（中性子エネルギ群は 35群，不連続因子含む）を２次元拡散コード（PDQ-535を

改良した ALEXコード）に用い，軸方向の漏れはバックリング（測定値）で考慮す

ることよって実効増倍率や相対出力分布を求めた。ALEX コードを使用することに

ついて補足する。LANCR は単一の燃料集合体核特性計算に適用するよう設計されて

おり，多数の燃料集合体が配置される臨界試験体系の臨界解析に直接適用するこ

とはできない。このため，ALEX コードとの組合せにより臨界試験解析を実施して

いる。ALEX コードの計算モデルでは燃料棒セルは均質化され１ノードとして取り

扱われるが，LANCRから受け渡されるノード均質化定数とノード境界の不連続因子

を用いることでノード内の中性子束やカレントに関するノード内非均質情報を

ALEX の拡散計算に反映させることができる。この場合，同一問題条件であれば，

粗メッシュ拡散理論計算でありながら LANCR の輸送理論計算による固有値，反応

率を完全に再現することが K.S.Smithの Generalized equivalence theory により

示されている36。従って，LANCRと ALEXの組合せによる臨界試験解析を実施する方

法は，近似的かつ間接的ではあるものの LANCR の臨界試験による妥当性確認の手

段と成り得る。 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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実効増倍率の実験値からの誤差は，高温模擬試験において  %k，冷温模擬

試験において  %kであった。高温模擬試験及び冷温模擬試験について，燃料

棒毎の相対出力分布を実験値と比較した。図 4.2-2及び図 4.2-3は，それぞれ高

温及び冷温試験での図中に矢印で示された方向の相対出力分布の比較であり，図 

4.2-4 及び図 4.2-5 は全測定燃料棒を対象とした比較である。全測定点を対象と

したときの相対出力分布の実験値からの RMS（二乗平均平方根）誤差は，高温で

 %，冷温で  %であった。なお，RMS 誤差は，以下の式により求めた。 

𝑅𝑀𝑆 = 100 × √
1

𝑁
∑(𝑋𝐿,𝑖 − 𝑋𝑅,𝑖)

2
𝑁

𝑖=1

 (4.2-1) 

ここに，𝑅𝑀𝑆：二乗平均平方根誤差(%) 

     𝑋𝐿,𝑖：サンプル iの LANCRの結果 

     𝑋𝑅,𝑖：サンプル iの実験値 

      𝑁：比較サンプル数 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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図 4.2-1 NCA臨界試験体系例（高温模擬試験） 
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図 4.2-2 NCA臨界試験における径方向相対出力分布の比較（高温模擬試験） 

 
図 4.2-3 NCA臨界試験における径方向相対出力分布の比較（冷温模擬試験） 
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図 4.2-4 NCA臨界試験における相対出力分布の比較 

（全測定点対象，高温模擬試験） 

 

 

図 4.2-5 NCA臨界試験における相対出力分布の比較 

（全測定点対象，冷温模擬試験） 
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4.2.3 BASALA 臨界試験による妥当性確認 

フランス原子力庁の臨界試験装置 EOLE炉で行われた MOX炉心に関する炉物理試

験である BASALA臨界試験（炉心１は高温模擬，炉心２は冷温模擬）を対象に妥当

性確認を行った。BASALA 臨界試験では，BWR 用 MOX 燃料集合体を模擬した 4 体の

テストバンドルを MOX 燃料棒のドライバで囲んだ体系で試験が行われている。炉

心１及び炉心２の基準炉心の炉心構成を，それぞれ図 4.2-6 及び図 4.2-7 に示

す。主要な評価パラメータは表 4.2-1に示したとおりである。 

本臨界試験の解析では，LANCRで作成したノード毎の均質化核定数（中性子エネ

ルギ群は 35 群，不連続因子を含む）を２次元拡散コード ALEX に用い，軸方向の

漏れはバックリング（測定値）で考慮することによって実効増倍率や相対出力分布

を求めた。 

 

4.2.3.1 実効増倍率及び相対出力分布 

以下の炉心を対象に実効増倍率及び相対出力分布の妥当性確認を行った。これ

らの試験では，炉心外周のドライバ燃料棒（炉心１では U-235 濃縮度 3.7wt%のウ

ラン燃料，炉心２ではプルトニウム含有率 7.0wt%の MOX 燃料）の数を変えること

により臨界調整を行っている。 

○基準炉心（炉心１＝運転状態（高温・減速材ボイド率 40%）模擬，炉心２=冷温

状態模擬） 

○4 体のテストバンドルのうち 2 体のテストバンドルにおける MOX燃料棒 8 本ま

たは 16本をガドリニア（2.55wt%）添加ウラン棒へ換えた試験（炉心１，２） 

○4体のテストバンドルに囲まれた水ギャップ部に Hfまたは B4C制御棒を挿入し

た試験（炉心２） 

○4 体のテストバンドルに装荷する燃料棒のオーバークラッドを基準炉心より厚

くすることで，水対ウラン比を減速材ボイド率が約 65%相当となるよう模擬した

試験（炉心１） 

○4 体のテストバンドルそれぞれに対して 8 本の燃料棒をウォーターロッドに置

換した試験（炉心１） 

これら計 10 ケースの試験における実効増倍率の実験値からの誤差を図 4.2-8

に示す。実効増倍率の誤差の平均は  %kであった。 

これらの試験のうち，炉心１の基準炉心及び炉心２の B4C制御棒挿入炉心におけ

る，炉心内 45度方向の径方向相対出力分布について，実験値と計算値の比較を図 

4.2-9及び図 4.2-10 に例示するが，実験値を良く再現できている。その他の炉心

についても炉心内径方向相対出力分布を良く再現できた。また，テストバンドル内

の全測定燃料棒を対象とした径方向相対出力分布の実験値との比較を炉心１及び

炉心２についてそれぞれ図 4.2-11及び図 4.2-12に示す。全試験を対象としたテ

ストバンドル内の相対出力分布の実験値からの RMS誤差は，  %であった。 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4.2.3.2 各種反応度 

4.2.3.1に示した臨界試験を対象とし，ウォーターロッド反応度，減速材ボイド

反応度，ガドリニア入り燃料棒反応度及び制御棒反応度の妥当性確認を行った。実

験値は，参考文献 28 に記載されている燃料棒等価反応度法を用いて導かれた値を

採用した。LANCRで作成したノード毎の均質化核定数（中性子エネルギ群は 35群，

不連続因子を含む）による２次元拡散計算では，炉心体系は基準炉心体系のまま保

持し，テストバンドル核定数のみを各試験におけるテストバンドルの核定数に置

き換え，式(4.2-2)に示す定義式に基づき反応度を導出した。 

𝜌 =
𝑘𝑅

𝑒𝑓𝑓
− 𝑘𝑃

𝑒𝑓𝑓

𝑘𝑅
𝑒𝑓𝑓

× 𝑘𝑃
𝑒𝑓𝑓

× 105 
(4.2-2) 

ここに，𝜌：各種反応度（pcm） （＊ウォーターロッド反応度のみ－1.0をかけ

る） 

  𝑘𝑅
𝑒𝑓𝑓

：基準炉心での実効増倍率  

  𝑘𝑃
𝑒𝑓𝑓

：各種変化を与えた炉心での実効増倍率 

実験値との比較結果を炉心１及び炉心２についてそれぞれ図 4.2-13 及び図 

4.2-14 に示す。検証した反応度は，減速材ボイド反応度を除き，実験値からの不

確かさは測定誤差（約  %）の範囲内であった。減速材ボイド反応度の不確かさ

については，測定誤差に対して若干大きい  %であった。 

 

4.2.3.3 等温温度係数 

BASALA 臨界試験（炉心２）において，減速材の温度を 10℃から 80℃まで 10℃

刻みで変化させ，それに伴いドライバ燃料棒の本数を調整させた試験を対象とし

て，等温温度係数の検証を行った。実験値は，参考文献 28に記載されている増倍

時間測定法を用いて導かれた値を採用した。各温度条件において LANCR で作成し

たノード毎の均質化核定数（中性子エネルギ群は 35群，不連続因子を含む）を２

次元拡散コードに用い，実効増倍率を求めた。なお，減速材温度を変化させた試験

間でのドライバ燃料棒の最大差は 16本であるが，これは全炉心での燃料棒本数の

約２%であり本検証解析へ有意な差を与えないことから，解析での炉心体系は基準

炉心のドライバ本数に統一させた。等温温度係数は式(4.2-3)に示す定義式に基づ

き，温度差が 10℃となる試験間でそれぞれ導出した。 

𝜌 =
𝑘𝐻𝑇

𝑒𝑓𝑓
− 𝑘𝐿𝑇

𝑒𝑓𝑓

𝑘𝐻𝑇
𝑒𝑓𝑓

× 𝑘𝐿𝑇
𝑒𝑓𝑓

× (𝑇𝐻𝑇 − 𝑇𝐿𝑇)
× 105 

(4.2-3) 

ここに，𝜌：等温温度係数（pcm/℃）  

  𝑘𝐻𝑇
𝑒𝑓𝑓

：温度上昇後の実効増倍率  

  𝑘𝐿𝑇
𝑒𝑓𝑓

：温度上昇前の実効増倍率 

  𝑇𝐻𝑇：温度上昇後の燃料温度（℃） 

  𝑇𝐿𝑇：温度上昇前の燃料温度（℃） 

実験値との比較を図 4.2-15に示す。20℃～60℃での計算値は実験誤差の範囲内

であり，60℃～80℃の 2ケースについては実験誤差の２σ以内で一致した。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4.2.3.4 積分ほう素価値 

BASALA 臨界試験（炉心２）において，炉心構成は基準炉心とほぼ同じ炉心で減

速材中のほう素濃度を０～599ppm に変化させた試験を対象に，積分ほう素価値の

妥当性確認を行った。実験値は，参考文献 28に記載されている改良手法を用いて

導かれた値を採用した。各ほう素濃度において LANCR で作成したノード毎の均質

化核定数（中性子エネルギ群は 35群，不連続因子含む）を２次元拡散コードに用

い，ほう素濃度以外の炉心構成は変えずに実効増倍率を求めた。積分ほう素価値は

式(4.2-4)に示す定義式に基づき導出した。 

𝜌 =
𝑘𝑋𝐵

𝑒𝑓𝑓
− 𝑘0𝐵

𝑒𝑓𝑓

𝑘𝑋𝐵
𝑒𝑓𝑓

× 𝑘0𝐵
𝑒𝑓𝑓

× 𝛽𝑒𝑓𝑓

× 105 
(4.2-4) 

ここに，ρ：積分ほう素価値（$）  

  𝑘𝑋𝐵
𝑒𝑓𝑓

：ほう素濃度 X(ppm)のときの実効増倍率  

  𝑘0𝐵
𝑒𝑓𝑓

：ほう素濃度０(ppm)のときの実効増倍率 

  𝛽𝑒𝑓𝑓：実効遅発中性子割合（pcm） 

積分ほう素価値の実験値との比較を図 4.2-16に示す。計算値は，実験誤差の範

囲内で実験値とよく一致している。 
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図 4.2-6 BASALA臨界試験の炉心構成（炉心１，基準炉心） 
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図 4.2-7 BASALA臨界試験の炉心構成（炉心２，基準炉心） 
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図 4.2-8 BASALA臨界試験の実効増倍率誤差 

 

図 4.2-9 BASALA臨界試験における径方向相対出力分布の比較 

（炉心１，基準炉心） 
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図 4.2-10 BASALA臨界試験における径方向相対出力分布の比較 

（炉心２，B4C制御棒挿入炉心） 

 

図 4.2-11 BASALA 臨界試験における径方向相対出力分布の比較（炉心１） 
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図 4.2-12 BASALA 臨界試験における径方向相対出力分布の比較（炉心２） 

 

 

図 4.2-13 BASALA臨界試験における反応度の比較（炉心１） 
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図 4.2-14 BASALA臨界試験における反応度の比較（炉心２） 

 

図 4.2-15 BASALA臨界試験における等温温度係数の比較 
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図 4.2-16 BASALA臨界試験における積分ほう素価値の比較 

 

4.2.4 Hellstrand 実効共鳴積分の実験式に対する妥当性確認 

ドップラ係数そのものを実際の原子炉で測定することは困難であるが，ドップ

ラ係数は主に U-238 の共鳴領域の吸収断面積（実効共鳴積分）の温度依存性によ

るものであることから，U-238の実効共鳴積分の温度依存性についての Hellstrand

らの実験式を用いて検証を行った。その結果，図 4.2-17 に示すとおり計算値は

Hellstrand らの実験式をそのばらつきの２σ 以内で再現できることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-17 U-238の実効共鳴積分の実験式と計算値の比較 
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本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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4.2.5 MISTRAL 臨界試験による実効遅発中性子割合（βeff）の妥当性確認 

フランス原子力庁の臨界試験装置 EOLE 炉において，ウラン燃料棒又は MOX燃料

棒を均一に配列した体系で行われた MISTRAL 臨界試験の中で実施された実効遅発

中性子割合(βeff)の測定を対象に妥当性確認を行った。ウラン炉心は U-235 濃縮

度 3.7wt%の燃料棒 744本，MOX炉心はプルトニウム含有率 7.0wt%の燃料棒 1572本

と 8.7wt%の燃料棒 16本で構成されており，ほぼ円柱状の炉心形状である。 

本臨界試験の解析では，LANCRで作成したノード毎の均質化核定数（中性子エネ

ルギ群は 35 群）を２次元拡散コード ALEX に用い，軸方向の漏れはバックリング

（測定値）で考慮して，体系計算を行った。このとき，ALEX では随伴中性子束も

合わせて計算し実効遅発中性子割合を算出している。 

その結果，図 4.2-18 に示すとおり計算値は測定誤差の２σ以内で実験値を再現

した。 

 

 

図 4.2-18 MISTRAL臨界試験における実効遅発中性子割合の比較 

 

4.2.6 福島第二原子力発電所 2号炉及び Dodewaard炉の照射後試験による妥当

性確認 

福島第二原子力発電所 2 号炉で照射された８×８ウラン燃料集合体及びオラン

ダの Dodewaard 炉で照射された８×８燃料集合体に準じた仕様の MOX 燃料につい

て，照射後試験で得られたウラン及びプルトニウムの同位体組成データを対象に

妥当性確認を行った。対象とした燃料試料は表 4.2-2に示すような特徴をもち，

履歴ボイド率及び燃焼度は試料により異なる。 
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表 4.2-2 照射後試験対象燃料試料の特徴 

 ウラン燃料 MOX燃料 

照射炉心 福島第二原子力発電所 2号炉 Dodewaard炉（オランダ） 

対象燃料 
ウラン燃料棒 

ガドリニア入りウラン燃料棒 

MOX燃料棒 

ウラン燃料棒 

燃焼度 10～50GWd/t程度 35～60GWd/t 程度 

U-235濃縮度又は 

プルトニウム含

有率 

約 3.4～3.9wt% 

（ガドリニア濃度 4.5wt%） 

約 6.4wt%（MOX） 

約 4.9wt%（ウラン） 

 

解析は，LANCRで履歴ボイド率を変えた数種類の燃焼計算を行った後，Lagrange

補間によって各試料のペレット燃焼度実測値及び履歴ボイド率における組成を算

出した。 

初期重核種総重量に対するウラン及びプルトニウムの同位体の重量割合につい

て，実験値と計算値の比較を図 4.2-19 から図 4.2-23 に示す。ウラン燃料及び

MOX 燃料のいずれにおいても同程度の精度で同位体組成の燃焼に伴う変化が再現

された。 

 

図 4.2-19 燃焼後組成の測定値と計算値の比較（U-235） 
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図 4.2-20 燃焼後組成の測定値と計算値の比較（U-238） 

 

図 4.2-21 燃焼後組成の測定値と計算値の比較（Pu-239） 
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図 4.2-22 燃焼後組成の測定値と計算値の比較（Pu-240） 

 

図 4.2-23 燃焼後組成の測定値と計算値の比較（Pu-241） 
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4.3 ベンチマーク問題による検証 

4.3.1 軽水炉次世代燃料ベンチマーク問題による検証 

平成 11 年度より日本原子力研究所（現，日本原子力研究開発機構）炉物理研究

委員会に設置された軽水炉次世代燃料の炉物理ワーキングパーティによって，次

世代燃料の核特性計算手法の精度評価を目的として提案された軽水炉次世代燃料

ベンチマーク問題37,38を対象に検証を行った。本ベンチマークへの参加機関は日本

原子力研究開発機構を始め，プラントメーカー，電力会社及び燃料メーカー等であ

り，検証対象とした問題に対しては 5～16 コードの結果が提出されている。各参

加機関が使用している核データライブラリが異なること，及びベンチマーク問題

の特性として解析の正解は存在しないことから，絶対的な精度の検証はできない

が，独立に開発された各参加機関コードの結果との相互比較によって，相対的に

LANCRの健全性を，換言すれば，LANCRの計算結果に特異な傾向がないことを確認

できるものと考えられる。 

以下の 4問題について検証を行った。燃料集合体についてはその特徴を図 4.3-1

及び図 4.3-2に示す。なお，参加機関コード数は問題や解析対象に依って異なる。 

 

問題 参加機関コードの数 

①ウラン燃料棒セル問題（U-235濃縮度 6.5wt%） 14～16 

②MOX燃料棒セル問題（Pu含有率 17.2wt%） 14～15 

③BWR-ウラン燃料集合体 6 

④BWR-MOX燃料集合体 4～6 

 

各問題について，ベンチマーク参加コードとの無限増倍率の比較を図 4.3-3か

ら図 4.3-6 に示す。いずれの問題においても，LANCR を除く全ベンチマーク参加

コードの平均値からの無限増倍率の差異は，参加コード間のばらつきの２σ以内

であった。 

次に，減速材ボイド率を０%から 40%へ変化させたときの減速材ボイド係数，及

び燃料温度を 900K から 1,800K へ変化させたときのドップラ係数について，各問

題におけるベンチマーク参加コードとの比較を図 4.3-7から図 4.3-14に示す。

ここに，減速材ボイド係数は(4.3-1)，ドップラ係数は式(4.3-2)に示す定義に基づ

いて算出した。 

𝐶𝑣𝑜𝑖𝑑 =
𝑘𝐻𝑉

∞ − 𝑘𝐿𝑉
∞

𝑘𝐿𝑉
∞ × (𝑉𝐻𝑉 − 𝑉𝐿𝑉)

× 100 (4.3-1) 

ここに，𝐶𝑣𝑜𝑖𝑑：減速材ボイド係数（%k/k/%V） 

  𝑘𝐻𝑉
∞ ：減速材ボイド率変化後の無限増倍率 

  𝑘𝐿𝑉
∞ ：減速材ボイド率変化前の無限増倍率 

  𝑉𝐻𝑉：減速材ボイド率変化後のボイド率(%) 

  𝑉𝐿𝑉：減速材ボイド率変化前のボイド率(%) 

𝐶𝐷𝑜𝑝𝑝𝑙𝑒𝑟 =
𝑘𝐻𝑇

∞ − 𝑘𝐿𝑇
∞

𝑘𝐿𝑇
∞ × (√𝑇𝐻𝑇 − √𝑇𝐿𝑇)

× 100 (4.3-2) 
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ここに，𝐶𝐷𝑜𝑝𝑝𝑙𝑒𝑟：ドップラ係数（%k/k/√K） 

  𝑘𝐻𝑇
∞ ：燃料温度上昇後の無限増倍率 

  𝑘𝐿𝑇
∞ ：燃料温度上昇前の無限増倍率 

  𝑇𝐻𝑇：燃料温度上昇後の燃料温度（K） 

  𝑇𝐿𝑇：燃料温度上昇前の燃料温度（K） 

LANCRを除く全ベンチマーク参加コードの平均値からの各反応度の差異は，概ね

参加コード間のばらつきの２σ 以内であった。MOX 燃料集合体体系の燃焼度

70GWd/tにおけるドップラ係数のみ２σを超えたが，MOX燃料集合体体系の反応度

計算へのベンチマーク参加コードは LANCR を除いて 4 コードと少なく，それぞれ

のコード間でも 10%程度の差異が存在することから，有意な差ではないと考えられ

る。 

また，燃料集合体体系での局所出力分布の全コード平均値からの差異について

も，ベンチマーク参加コード間のばらつきの２σ以内であった。 

 

 

図 4.3-1 軽水炉次世代燃料ベンチマーク問題 BWR-ウラン燃料集合体 
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図 4.3-2 軽水炉次世代燃料ベンチマーク問題 BWR-MOX 燃料集合体 

 

 

図 4.3-3 ウラン燃料棒セル問題における無限増倍率の比較 
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図 4.3-4 MOX燃料棒セル問題における無限増倍率の比較 

 

 

図 4.3-5 ウラン燃料集合体問題における無限増倍率の比較 
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図 4.3-6 MOX燃料集合体問題における無限増倍率の比較 

 

 

図 4.3-7 ウラン燃料棒セル問題における減速材ボイド係数の比較 
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図 4.3-8 MOX燃料棒セル問題における減速材ボイド係数の比較 

 

 

図 4.3-9 ウラン燃料集合体問題における減速材ボイド係数の比較 
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図 4.3-10 MOX燃料集合体問題における減速材ボイド係数の比較 

 

 

図 4.3-11 ウラン燃料棒セル問題におけるドップラ係数の比較 
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図 4.3-12 MOX燃料棒セル問題におけるドップラ係数の比較 

 

 

図 4.3-13 ウラン燃料集合体問題におけるドップラ係数の比較 
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図 4.3-14 MOX燃料集合体問題におけるドップラ係数の比較 

 

4.3.2 NEACRP-L-271 ベンチマーク問題による検証 

NEACRP-L-271 国際ベンチマーク問題39を用いた検証を行い，ベンチマーク参加

コードの結果と比較した。本ベンチマーク問題はガドリニアの燃焼計算に関する

ものであり，日本，イタリア，フランス等６ヶ国計 10機関が参加し，NEACRP(Nuclear 

Energy Agency Committee on Reactor Physics )が結果を取りまとめたものであ

る。 

本問題は，図 4.3-15に示すように，４×４燃料格子にガドリニアを３wt%添加

したウラン燃料棒が２本配置されたものであり，燃焼度０GWd/tからガドリニアが

燃え尽きる 10GWd/t までの燃焼度範囲を対象としている。 

無限増倍率のベンチマーク参加コードとの比較を図 4.3-16に示す。LANCRを除

く全ベンチマーク参加コードの平均値からの無限増倍率の差異は，参加コード間

のばらつきの２σ 以内であった。また，ガドリニアが添加されていないウラン燃

料棒（図 4.3-15の燃料棒番号 4番）及びガドリニアが添加されているウラン燃料

棒の相対出力について，ベンチマーク参加コードとの比較を図 4.3-17 及び図 

4.3-18 にそれぞれ示す。LANCR を除く全ベンチマーク参加コードの平均値からの

燃料棒相対出力の差異は，参加コード間のばらつきの１σ以内であった。 
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図 4.3-15 NEACRP-L-271 国際ベンチマーク問題体系 

 

 

図 4.3-16 NEACRP-L-271ベンチマークにおける無限増倍率の比較 
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図 4.3-17 NEACRP-L-271ベンチマークにおける燃料棒相対出力の比較 

（UO2燃料棒，燃料棒番号 4番） 

 

 

図 4.3-18 NEACRP-L-271ベンチマークにおける燃料棒相対出力の比較 

（ガドリニア添加燃料棒） 
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4.4 連続エネルギモンテカルロ計算による妥当性確認 

本節では，連続エネルギモンテカルロ輸送計算コードである MCNP540または連続

エネルギモンテカルロ輸送燃焼計算コードである Monteburns241の解析結果と

LANCRコードの解析結果との比較を行う。これらのコードから得られる結果は，実

質的なモデル誤差がないものと見なされ，その主たる不確かさは核データライブ

ラリに内在する要因と，計算手法が確率統計手法に基づくことに因るものと考え

られる。そこで，核データライブラリには LANCRと同一の ENDF/B-VII.0を用い核

データライブラリに起因する不確かさを排除する。また確率統計手法の観点から

は，参照解とするモンテカルロ計算では，十分な中性子ヒストリを設定すること

で，その統計誤差を低減させた。最後に，近年重核種の熱振動に伴う中性子の上方

散乱効果の共鳴吸収に及ぼす効果が，特に燃料温度の高い領域では無視し得ない

効果をもたらすことが指摘されている 18, 19。そこで，以下の妥当性確認における

MCNP5 及び Monteburns2 の参照計算では，この上方散乱効果を取り込んだ改良版

MCNP5を一貫して使用している。 

 

4.4.1 未燃焼組成燃料集合体に対する妥当性確認 

未燃焼組成集合体に対する妥当性確認を行った。対象とした燃料集合体の特徴

を示す。 

 

表 4.4-1 未燃焼組成燃料集合体の評価対象 

燃料種類 燃料集合体 燃料断面 その他 

ウラン 

8×8 天然ウラン断面 

下部断面 

上部断面（9×9及び 10×10 燃

料では，部分長燃料上端及び上

部） 

格子タイプ：S,N,C,D42，43 

初装荷燃料及び取替燃料 9×9 

10×10 

MOX 
8×8 

 

まず，無限増倍率については次のケースについて妥当性確認を行った。 

・高温での制御棒引抜状態及び挿入状態 

・冷温での制御棒引抜状態及び挿入状態 

・冷温でのほう素（660ppm）注入状態（制御棒引抜状態のみ） 

なお，高温状態における減速材ボイド率は，０%，40%及び 80%の３ケースを対象

として妥当性確認を行った。無限増倍率のモンテカルロ計算との比較を図 4.4-1

から図 4.4-3に示す。全てのケースにおけるモンテカルロ計算からの無限増倍率

の差異の平均は  %kであった。 

次に，燃料集合体内の出力分布（核分裂反応率分布）を高温での制御棒引抜状態

を対象に比較した。モンテカルロ計算の計算値を基準として，式(4.2-1)に基づき

評価した出力分布の RMS（二乗平均平方根）誤差の全燃料断面，全ケースでの平均

は  %であった。 

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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ここで，3.1.2項で述べたとおり，LANCR の中性子反応断面積ライブラリは，表

3.1-4 に示す温度 T(K)のテーブルを持つ。そこで，上記ケース以外の燃料温度に

ついても未燃焼時の無限増倍率について妥当性確認を行った。ここでは８×８，９

×９，及び 10×10 ウラン燃料集合体，並びに８×８MOX 燃料集合体を対象に，燃

料温度を 1,000，1,500，及び 2,300℃(温度テーブルの上限)としたときの無限増

倍率を LANCR 及び MCNPにおいて評価した。このとき減速材温度は高温（減速材ボ

イド率 40%）及び冷温とした。モンテカルロ計算と比較した結果を図 4.4-4 に示

す。無限増倍率は燃料温度に依存せず，よく一致した。 

 

 

図 4.4-1 未燃焼組成での無限増倍率のモンテカルロ計算との比較（高温，制

御棒引抜状態） 
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図 4.4-2 未燃焼組成での無限増倍率のモンテカルロ計算との比較（高温，制

御棒挿入） 

 

図 4.4-3 未燃焼組成での無限増倍率のモンテカルロ計算との比較（冷温） 
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図 4.4-4 未燃焼組成での無限増倍率のモンテカルロ計算との比較 

（燃料温度を中性子反応断面積ライブラリ温度テーブル上限まで変化） 

 

4.4.2 ウラン濃縮度の変化及びプルトニウム富化度の変化に対する妥当性確認 

4.4.2.1 ウラン濃縮度の変化に対する妥当性確認 

ウラン燃料集合体においてウラン濃縮度が変化したときの評価性能の変化につ

いて，モンテカルロ計算との比較によって妥当性確認を行った。本評価では，８×

８，９×９及び 10×10燃料集合体の形状でウラン濃縮度を全て均一にした（ガド

リニア添加燃料棒無し）燃料を対象とした。燃焼初期ウラン濃縮度は 0.71%，2.0wt%，

4.0wt%及び 6.0%wt%の４種類とし，それぞれについて，まず LANCR による履歴ボイ

ド率０%，40%及び 80%の燃焼計算を行った。次いで，各履歴ボイド率について，燃

焼度０，5.5，11.0，22.0，44.1及び 66.1GWd/t の６点を代表燃焼度として選定し，

同一の組成，温度及び制御棒条件の下で MCNP5 計算を行った。 

無限増倍率のモンテカルロ計算との比較をウラン濃縮度別に比較した結果を図 

4.4-5 に示す。無限増倍率はウラン濃縮度に依存せず同等の精度であり，全ての

ケースにおけるモンテカルロ計算から差異の平均は  %kであった。 

次に，燃料集合体内の出力分布（核分裂反応率分布）を比較した。モンテカルロ

計算結果を基準とした出力分布の RMS 誤差は，全ケースを平均すると  %で

あった。 

4.4.2.2 プルトニウム富化度の変化に対する妥当性確認 

MOX 燃料集合体においてプルトニウム富化度が変化したときの評価性能の変

化について，モンテカルロ計算との比較によって妥当性確認を行った。本評価で
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は，８×８燃料集合体形状でプルトニウム富化度を全て均一にした（ガドリニア添

加ウラン燃料棒無し）燃料を対象とした。燃焼初期 Puf（核分裂性プルトニウム）

富化度は１wt%，４wt%，７wt%，10wt%及び 10.4wt%の５種類とし，それぞれについ

て，まず LANCRによる履歴ボイド率０%，40%及び 80%の燃焼計算を行った。次いで，

各履歴ボイド率について，０，5.5，11.0，22.0，44.1及び 66.1GWd/tの６点を代

表燃焼度として選定し，同一の組成，温度及び制御棒条件の下で MCNP5計算を行っ

た。 

無限増倍率のモンテカルロ計算との比較を Puf 富化度別に比較した結果を図 

4.4-6に示す。無限増倍率は Puf富化度に依存せず同等の精度であり，全てのケー

スにおけるモンテカルロ計算からの無限増倍率の差異の平均は  %kであっ

た。 

次に，燃料集合体内の出力分布（核分裂反応率分布）を比較した。モンテカルロ

計算結果を基準とした出力分布の RMS誤差は，全ケースを平均すると  %であっ

た。 

 

 

図 4.4-5 ウラン濃縮度毎の無限増倍率のモンテカルロ計算との比較 
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図 4.4-6 プルトニウム富化度毎の無限増倍率のモンテカルロ計算との比較 

 

4.4.3 反応度価値及び反応度係数に対する妥当性確認 

4.4.3.1 ガドリニア価値  

ガドリニアを燃料棒へ添加したときの反応度（ガドリニア価値）の評価性能をモ

ンテカルロ計算との比較によって妥当性確認を行った。８×８，９×９及び 10×

10 ウラン燃料集合体及び８×８MOX 燃料集合体を対象に，各燃料集合体に含まれ

ているガドリニア入り燃料棒内の燃焼初期ガドリニア濃度は，０, 2.0, 4.0, 6.0. 

8.8, 10.0, 12.0, 15.0wt%の計８種類とした。未燃焼時の減速材ボイド率０%，40%

及び 80%について，ガドリニア価値を式(4.4-1)に示した定義に基づき評価した。 

𝑊𝐺𝑑 = (𝑘𝑥
∞ − 𝑘0

∞) × 100 (4.4-1) 

ここに，𝑊𝐺𝑑：ガドリニア価値（%k） 

  𝑘𝑥
∞：ガドリニア濃度が𝑥 (wt%)のときの無限増倍率 

  𝑘0
∞：ガドリニア濃度が 0.0(wt%)のときの無限増倍率 

このガドリニア価値をモンテカルロ計算と比較した結果を図 4.4-7に示す。ガ

ドリニア価値のモンテカルロ計算からの誤差の平均は  %であった。 

 

4.4.3.2 減速材ボイド係数 

減速材ボイド係数の評価性能をモンテカルロ計算との比較によって妥当性確

認を行った。解析方法については，８×８，９×９及び 10×10ウラン燃料集合体

及び８×８MOX燃料集合体を対象に，まず LANCRによる履歴ボイド率 40%の燃焼計

算を行った。次いで，燃焼度０，5.5，11.0，22.0，44.1及び 66.1GWd/tの６点を

代表燃焼度として選定し，同一の組成，温度及び制御棒条件の下，減速材ボイド率

だけを 40%，80%または 100%とした計算を行い，式(4.3-1)に示した定義に基づき

減速材ボイド係数を評価した。 
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この減速材ボイド係数をモンテカルロ計算と比較した結果を図 4.4-8に示す。

減速材ボイド係数のモンテカルロ計算からの誤差の平均は  %であった。 

 

4.4.3.3 ほう素価値 

減速材にほう素を注入したときのほう素反応度価値（ほう素価値）の評価性能を

モンテカルロ計算との比較によって妥当性確認を行った。解析方法については，８

×８，９×９及び 10×10 ウラン燃料集合体及び８×８MOX 燃料集合体を対象に，

まず LANCR による履歴ボイド率 40%の燃焼計算を行った。次いで燃焼度０，5.5，

11.0，22.0，44.1 及び 66.1GWd/t の６点を代表燃焼度として選定し，同一の組成

及び制御棒条件の下，LANCRまたは MCNP5 によって，各代表燃焼度で減速材温度及

び燃料温度を 20℃，181℃または 286℃とし，減速材中のほう素濃度を０ppm から

660ppm または 1,700ppm に変化させ，式(4.4-2)に示す定義により各温度条件での

ほう素価値を導出し，比較した。 

𝑊𝐵 = (𝑘𝑥
∞ − 𝑘0

∞) × 100 (4.4-2) 

ここに，𝑊𝐵：ほう素価値（%k） 

  𝑘𝑥
∞：ほう素濃度が X(ppm)のときの無限増倍率 

  𝑘0
∞：ほう素濃度が 0.0(ppm)のときの無限増倍率 

このほう素価値をモンテカルロ計算と比較した結果を図 4.4-9に示す。ほう素

価値のモンテカルロ計算からの誤差の平均は  %であった。 

 

4.4.3.4 制御棒価値 

制御棒反応度価値（制御棒価値）の評価性能をモンテカルロ計算との比較によっ

て妥当性確認を行った。表 4.4-1に示した燃料を対象に未燃焼時の高温状態及び

冷温状態において，制御棒挿入及び引抜状態の無限増倍率を LANCR または MCNP5

により算出し，式(4.4-3)に示す定義により制御棒価値を導出し，比較した。 

𝑊𝐶𝑅 = (𝑘𝑐𝑜𝑛
∞ − 𝑘𝑢𝑛𝑐

∞ ) × 100 (4.4-3) 

ここに，𝑊𝐶𝑅：制御棒価値（%k） 

  𝑘𝑐𝑜𝑛
∞ ：制御棒が挿入されたときの無限増倍率 

  𝑘𝑢𝑛𝑐
∞ ：制御棒が引抜状態のときの無限増倍率 

この制御棒価値をモンテカルロ計算と比較した結果を図 4.4-10 に示す。制御棒

価値のモンテカルロ計算からの誤差の平均は  %であった。 

以上の制御棒価値及び５章で述べる制御棒価値の不確かさは，B4C（棒型）制御

棒に対する結果である。LANCR はこの他に Hf 棒型，Hf 板型，及び Hf 楕円管型

の制御棒を取り扱うことが可能である。形状が異なる制御棒の制御棒価値を，９×

９ ウラン燃料集合体における冷温及び高温状態（減速材ボイド率０%，40%，80%）

を対象としモンテカルロ計算と比較した結果を図 4.4-11に示す。制御棒価値の評

価結果は，制御棒の形状や吸収物質に依存せず，モンテカルロ計算とよく一致し

た。 
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4.4.3.5 等温温度係数 

等温温度係数の評価結果をモンテカルロ計算との比較によって妥当性確認を

行った。解析方法については，８×８，９×９及び 10×10ウラン燃料集合体及び

８×８MOX 燃料集合体を対象に，まず LANCR による高温状態の履歴ボイド率 40%で

の燃焼計算を行った。次いで燃焼度０，5.5，11.0，22.0，44.1及び 66.1GWd/tの

６点を代表燃焼度として選定し，同一の組成及び制御棒条件下で LANCR または

MCNP5 によって，各代表燃焼度で減速材及び燃料温度を 20℃，100℃，181℃及び

286℃とした計算を行う。このとき減速材ボイド率は０%とする。このようにして，

減速材及び燃料温度が 20℃から 100℃，100℃から 181℃，181℃から 286℃に変化

したときの等温温度係数を，式(4.4-4)に示す定義により導出し，比較した。 

𝐶𝐼𝑇 =
𝑘𝐻𝑇

∞ − 𝑘𝐿𝑇
∞

𝑘𝐿𝑇
∞ × (𝑇𝐻𝑇 − 𝑇𝐿𝑇)

× 100 (4.4-4) 

ここに，𝐶𝐼𝑇：等温温度係数（%k/k/℃） 

  𝑘𝐻𝑇
∞ ：温度上昇後の無限増倍率  

   𝑘𝐿𝑇
∞ ：温度上昇前の無限増倍率 

   𝑇𝐻𝑇：温度上昇後の燃料，減速材温度（℃） 

   𝑇𝐿𝑇：温度上昇前の燃料，減速材温度（℃） 

この等温温度係数をモンテカルロ計算と比較した結果を図 4.4-12に示す。等温

温度係数のモンテカルロ計算からの誤差の平均は  %であった。他の反応度

係数に比べこの比が大きい原因としては，等温温度係数は正負を跨ぐ反応度係数

であり，その絶対値が小さいため，その相対誤差が大きくなったと考えられる。そ

こで，等温温度係数についてはモンテカルロ計算との差を評価すると，差の平均は 

 (%k/k/℃)とごくわずかであり，良好な評価性能を有するといえる。 

 

4.4.3.6 ドップラ係数 

ドップラ係数の評価性能の妥当性をモンテカルロ計算との比較により確認した。

解析方法は次のとおりである。８×８，９×９及び 10×10ウラン燃料集合体及び

８×８MOX 燃料集合体を対象に，まず LANCR による履歴ボイド率 40%の燃焼計算を

行い，次いで燃焼度０，5.5，11.0，22.0，44.1及び 66.1GWd/tの６点を代表燃焼

度として選定し，同一の組成条件の下，LANCR または MCNP5によって燃料棒温度が

冷温または運転状態から瞬時に上昇した状態変化に伴う反応度変化を計算した。

温度上昇ケースは起点となる燃料棒温度として冷温状態を代表する 20℃と，運転

状態を代表する 560℃（または 475℃）を選定し，温度上昇（ドップラ）状態を代

表する燃料棒温度点として 1,500℃及び 2,300℃を選定した。ドップラ係数は式

(4.3-2)に示す定義により導出し，比較した。 

このドップラ係数をモンテカルロ計算と比較した結果を図 4.4-13に示す。ドッ

プラ係数のモンテカルロ計算からの相対誤差の平均は  %であった。 
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図 4.4-7 ガドリニア価値のモンテカルロ計算との比較 

 

 

図 4.4-8 減速材ボイド係数のモンテカルロ計算との比較 
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図 4.4-9 ほう素価値のモンテカルロ計算との比較 

 

 

図 4.4-10 制御棒価値のモンテカルロ計算との比較 
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図 4.4-11 形状の異なる制御棒価値のモンテカルロ計算との比較 

図 4.4-12 等温温度係数のモンテカルロ計算との比較 
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図 4.4-13 ドップラ係数のモンテカルロ計算との比較 

 

4.4.4 モンテカルロ燃焼計算による妥当性確認 

８×８，９×９及び 10×10 ウラン燃料集合体及び８×８MOX 燃料集合体を対象

に，履歴減速材ボイド率 40%のときの燃焼特性を Monteburns2 の結果と比較した。

Monteburns2は連続エネルギモンテカルロ燃焼計算コードであり，各燃焼ステップ

において MCNP5計算によって実効ミクロ断面積を更新させ燃焼計算を行っている。

９×９ウラン燃料集合体については，履歴減速材ボイド率を 40%としたケースの他

に，０%及び 80%としたケースについても妥当性確認を行った。それぞれの燃料集

合体について，80.0GWd/t まで燃焼させたときの無限増倍率の推移を図 4.4-14か

ら図 4.4-17に示す。モンテカルロ計算との誤差は，全燃焼度点を通して  %k

～  %kの範囲内であり，よく一致している。 
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図 4.4-14 燃焼特性のモンテカルロ計算との比較 

（９×９ウラン燃料集合体） 

 

 

図 4.4-15 燃焼特性のモンテカルロ計算との比較 

（８×８ウラン燃料集合体） 
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図 4.4-16 燃焼特性のモンテカルロ計算との比較 

（10×10ウラン燃料集合体） 

 

 

図 4.4-17 燃焼特性のモンテカルロ計算との比較 

（８×８MOX燃料集合体） 
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4.4.5 ガンマ発熱量に対する妥当性確認 

LANCRでは，3.3.7 項に示したとおり出力分布計算の際，核分裂エネルギのみで

はなくガンマ発熱量も考慮している。このガンマ発熱量の評価性能を，モンテカル

ロ計算との比較によって妥当性確認を行った。本評価では，８×８ウラン燃料集合

体を対象とし，燃焼度０GWd/t及び 44.1GWd/t において，減速材ボイド率を 40%と

したときのガンマ発熱量を比較した。MCNP5 の解析方法については，MCNP5に LANCR

で算出した燃料棒内のガンマ線源を与え，LANCR と同一組成を用いてガンマ線の固

定源計算を行い，燃料棒内のガンマ発熱量を算出した。 

ガンマ線源あたりの燃料棒内でのガンマ発熱量をモンテカルロ計算と比較した

結果を図 4.4-18に示す。いずれの燃焼度においてもガンマ発熱量はモンテカルロ

計算に対し  %以内で一致した。また，モンテカルロ計算に対するガンマ発熱

量の相対分布の RMS 誤差は，いずれも  %以内であった。 

 

 
図 4.4-18 ガンマ発熱量のモンテカルロ計算との比較 
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5. 許認可解析への適用 

5.1 検証及び妥当性確認結果のまとめ 

４章で示した検証及び妥当性確認結果より，LANCR は BWRの設計及び評価に使用

することが妥当である。 

検証及び妥当性確認結果を表 5.1-1 にまとめるが，これらの結果より得られる

不確かさを安全設計において適切に考慮する必要がある。 

 

表 5.1-1 検証及び妥当性確認結果のまとめ 

パラメータ 結果 

実効増倍率また

は無限増倍率 

試験データ，ベンチマーク問題及びモンテカルロ計算との比較

を実施し，MOX体系もウラン体系も同等かつ良好な評価性能を

有することを確認した。 

出 力 分 布 の

RMS(二乗平均平

方根）誤差 

試験データ及びモンテカルロ計算との比較を実施し，RMS誤差

は概ね  %以下であり，良好な評価性能を有することを確認し

た。 

ガドリニア価値 

試験データとは測定誤差の範囲内で一致し，モンテカルロ計算

との誤差は  %であり，良好な評価性能を有することを確

認した。 

減速材ボイド係

数 

試験データとは測定誤差の範囲内でほぼ一致し，モンテカルロ

計算との誤差は  %であり，良好な評価性能を有すること

を確認した。 

ドップラ係数 

Hellstrand らの実験式とはばらつきの範囲内でほぼ一致し，

モンテカルロ計算との誤差は  %であり，良好な評価性能

を有することを確認した。 

ほう素価値 

試験データとは測定誤差の範囲内で一致し，モンテカルロ計算

との誤差は  %であり，良好な評価性能を有することを確

認した。 

制御棒価値 

試験データとは測定誤差の範囲内で一致し，モンテカルロ計算

との誤差は  %であり，良好な評価性能を有することを確

認した。 

等温温度係数 

試験データとは概ね測定誤差の範囲内で一致し，モンテカルロ

計算との差は  (%k/k/℃)であり，良好な評価性能

を有することを確認した。 

実効遅発中性子

割合 (βeff) 

試験データとの比較を実施し，良好な評価性能を有することを

確認した。 

燃焼後の核種組

成 

試験データとの比較を実施し，ウラン燃料も MOX燃料も同等か

つ良好な評価性能を有することを確認した。 
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5.2 許認可解析における不確かさの適用 

検証及び妥当性確認結果で示したように LANCR による計算値は測定値と傾向と

して良い一致を示しているものの，計算値と測定値との間にばらつきがあり，これ

らの不確かさを安全設計において適切に考慮する必要がある。 

LANCR と AETNA を組み合わせることで構成された炉心核熱水力特性解析システ

ムは，設置（変更）許可申請書における添付書類八に記載される核設計評価，並び

に添付書類八及び添付書類十に記載される動特性解析や過渡・設計基準事故解析

の評価に適用する。 

原子炉設置（変更）許可申請書における解析評価内容と適用する不確かさを表 

5.2-1 に示す。 
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表 5.2-1 原子炉設置（変更）許可申請書における解析評価内容と不確かさの

適用 

申請書区

分 

解析対象 不確かさ 評価内容 

添付書類 

 八関連 

核設計 実効増倍率（出力運転

時，冷温時，及びほう酸

水注入時） 

制御棒価値 

出力分布 

反応度 

（炉停止余裕） 

反応度係数 

出力分布 

など 

熱水力設計 出力分布 

局所出力ピーキング係

数 

ボイド率 

MCPR（許容設計限界も

含む） 

MLHGR 

出力分布 

動特性 未臨界度 安定性 

添付書類  

十関連 

過渡解析 

「出力運転中の制御

棒の異常な引き抜き」

解析 

「原子炉起動時にお

ける制御棒の異常な

引き抜き」解析の入力

条件 

「炉心内の熱発生又

は熱除去の異常な変

化」及び「原子炉冷却

材圧力又は原子炉冷

却材保有量の異常な

変化」解析の入力条件 

出力分布 

局所出力ピーキング係

数 

制御棒価値 

スクラム反応度 

ドップラ係数 

ボイド係数 

実効遅発中性子割合 

MCPR 

MLHGR（表面熱流束） 

原子炉平均出力 

平均中性子束 

燃料エンタルピ 

炉圧 

など 

設計基準事故解析 

「制御棒落下」「原子

炉冷却材の喪失又は

炉心冷却状態の著し

い変化」解析の入力条

件 

ドップラ係数 

制御棒価値 

スクラム反応度 

実効遅発中性子割合 

平均中性子束 

燃料エンタルピ 

炉圧 

など 
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補足資料 1 

Bondarenko形式の核データライブラリ 

 LANCR の核データライブラリは，Bondarenko 形式であり，詳細エネルギ群毎に無限希釈

断面積と共に自己遮蔽因子が温度点と背景断面積をパラメータとしてテーブル化（F-table）さ

れている。 

 U-238 の捕獲断面積のエネルギ 69群の自己遮蔽因子（f値）を以下の図に示す。一般に，f

値は無限希釈状態（0=1.0×1010）を 1.0 とし，自己遮蔽効果が大きくなる（背景断面積が小

さくなる）につれて，1.0よりも小さな値をとる。 

図 U-238 の捕獲断面積の 69 群の自己遮蔽因子（293K） 
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